
パソコン・スマートフォン・
タブレット端末からもご覧
いただけます。
https://s.srdb.jp/9409/

証券コード：9409

株式会社テレビ朝日ホールディングス

株主様へのお知らせ

①「お土産の配布」及び「展示・ドリンクコー
　 ナー」はございません。何卒ご了承くだ 
 　さい。
② 書面（郵送）又はインターネット等によ 
 　り事前に議決権をご行使くださいますよ
　 うお願い申しあげます。

1.　第84期（自2023年４月１日　至2024年３月
31日）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及
び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告
の件

2.　第84期（自2023年4月1日　至2024年3月�
　　31日）
計算書類報告の件

報告事項

第84回 定時株主総会

招 集 ご 通 知
2024年６月27日（木曜日）
午前10時
（受付開始は午前９時を予定しております。）

東京都港区西麻布一丁目２番９号
EX THEATER ROPPONGI

（イーエックス シアター ロッポンギ）

開催
日時

開催
場所

決議事項

＜会社提案＞
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　定款の一部変更の件
第３号議案　�取締役（監査等委員である取締役を

除く。）10名選任の件
＜株主提案＞
第４号議案　定款の一部変更の件
第５号議案　定款の一部変更の件
第６号議案　定款の一部変更の件
第７号議案　社外取締役の推薦

2024年６月26日（水曜日）
営業時間終了時（午後６時）まで

■ 議決権行使期限
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テレビ朝日グループ理念

5つの宣言
テレビ朝日グループは
お客さまとともに
進化・成長し続けることを誓い
一致結束してこれらの約束を実行します

企業使命
テレビ朝日グループは
放送・その他の事業を通じて
より魅力的かつ社会から求められる情報や
コンテンツを提供し夢や希望を
持ち続けられる社会の実現に貢献します

視聴者を始めとするお客さまとともに
迅速で正確な報道と良質な娯楽など様々な
コンテンツを提供し、視聴者を始めとする
お客さまとの信頼関係の強化に努め、
安全で豊かな生活の実現に貢献します

アドバタイザーとともに
視聴者を始めとするお客さまや
アドバタイザーのニーズを的確にとらえ、
広告媒体としての価値を高めて、企業の自由な
競争の維持促進と健全な企業発展に寄与します

パートナーとともに
系列局を含む全ての協力企業の
スタッフ・関係者と、一丸となって
共生・共栄に努めます

社会とともに
社会的使命を十分に自覚して、法令を順守し、
社会的規範・社会的良識に基づいた事業活動を
行うことにより、地域・社会の発展に貢献します

株主とともに
理念の実現を目指して、健全で透明性の高い
事業活動を行うことにより、適正な利益を
生み出し、株主との良好で長期的な
信頼関係を築きます

こころ 公正であれ　大胆であれ　輝いてあれ

社 是

― 1 ―
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（証券コード 9409）
2024年６月12日

（電子提供措置の開始日2024年６月5日）
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株 主 各 位
東京都港区六本木六丁目９番１号

株式会社テレビ朝日ホールディングス
代表取締役
会 長 早 河 洋

第84回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第84回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第84回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

・当社ウェブサイト https://www.tv-asahihd.co.jp/soukai/

また、上記のほか、インターネット上の下記の各ウェブサイトにも掲載しております。

・東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記のウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、当社名又は証券コードを
入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

・「ネットで招集」 https://s.srdb.jp/9409/

なお、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ返送いただくか、議決権行使書用紙に記載の当社議決権
行使ウェブサイトにアクセスしてインターネット等により行使いただくか、いずれかの方法により事前に議決権
を行使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討くださいま
して、2024年６月26日（水曜日）営業時間終了時（午後６時）までに議決権を行使くださいますようお願い申
しあげます。

敬 具
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記
1. 日 時 2024年６月27日（木曜日）午前10時

（受付開始は午前９時を予定しております。）
2. 場 所 東京都港区西麻布一丁目２番９号

EX THEATER ROPPONGI（イーエックス シアター ロッポンギ）
3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第84期（自 2023
至 2024

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び

監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第84期（自 2023

至 2024
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）計算書類報告の件

決 議 事 項
会 社 提 案 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款の一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

株 主 提 案 第４号議案 定款の一部変更の件
第５号議案 定款の一部変更の件
第６号議案 定款の一部変更の件
第７号議案 社外取締役の推薦

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。
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■ご留意いただきたい事項
〇書面交付請求されていない株主様には、株主総会参考書類も併せてご送付しております。
〇書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、下記の事項
を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が
監査をした書類に含まれております。
[1] 事業報告
１ 企業集団の現況に関する事項
１. 事業の経過及びその成果 ８. 対処すべき課題 9. 企業集団の財産及び損益の状況の推移
10. 重要な親会社及び子会社の状況 ❸事業年度末における特定完全子会社の状況
11. 主要な事業内容 12. 主要な事業所 13. 企業集団の従業員の状況 14. 主要な借入先
15. その他企業集団の現況に関する重要な事項
２ 会社の株式に関する事項
３ 会社の新株予約権等に関する事項
４ 会社役員に関する事項
２. 役員等賠償責任保険契約に関する事項 4. 社外役員に関する事項
５ 会計監査人の状況
６ 会社の体制及び方針
７ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
８ 剰余金の配当等の決定に関する方針

[２] 連結計算書類
[３] 計算書類
[４] 監査報告書
なお、ご送付している書面の頁番号、項番、参照頁の記載は電子提供措置事項と同一となっておりますので、
ご了承ください。

〇電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正した旨、修正前の事項及び修正
後の事項を掲載させていただきます。
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【議決権の行使方法についてのご案内】
議決権の行使方法は、以下の３つがございます。

書面(郵送)により議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案の賛否をご表示のうえ、行使期限までに到着するようご
返送ください。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、会社提案については賛、株

主提案については否の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

行使期限 2024年6月26日(水曜日)営業時間終了時(午後6時)
到着分まで

インターネット等により議決権を行使される場合

当社の指定する議決権行使ウェブサイト［ https://www.web54.net ］にアクセスし
ていただき、行使期限までに議案の賛否をご入力ください。
なお、インターネット等により議決権を行使される場合は、次ページの記載事項をご了

承のうえ、行使していただきますよう、お願い申しあげます。

行使期限 2024年6月26日(水曜日)営業時間終了時(午後6時)
入力分まで

株主総会にご出席の場合

同封の議決権行使書用紙をご持参のうえ、会場受付にご提出ください。

日時 2024年6月27日（木曜日）午前10時
（受付開始は午前9時を予定しております。）

場所 EX THEATER ROPPONGI（イーエックス シアター ロッポンギ）
※末尾の「株主総会 会場ご案内」をご参照ください。
※書面(郵送)又はインターネット等により事前に議決権行使された株主様が当日
ご出席の場合は、事前の行使内容を撤回されたものとして取り扱いますので、
ご留意ください。
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【インターネット等により議決権を行使される場合のお手続きについて】

1．インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくこと
が可能です。なお、携帯電話を用いたインターネットでもご利用いただくことが可能です。

【議決権行使ウェブサイトアドレス】
ウェブ行使

https://www.web54.net
※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「QRコード®」を読み取り、議決権行使ウェブサイトに接続す
ることも可能です。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちの携帯電話の取扱説明書などをご確認ください。
（QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に
したがって議案の賛否をご登録ください。

2．スマートフォンをご利用の場合は、同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウ
ェブサイトログインＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」
が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容の変更をされる場合には、再度ＱＲコードを読み取り、議決権行
使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただく必要があります。

3．インターネット等による議決権行使は、2024年６月26日（水曜日）営業時間終了時（午後６時）まで受付
いたしますが、議決権行使結果の集計の都合上、お早めに行使されるようお願いいたします。

4．書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な
議決権行使として取り扱わせていただきます。

5．インターネット等によって複数回数又はパソコンやスマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

6．議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び通信事業者への通信料金（電話
料金等）は株主様のご負担となります。
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【パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて】

1．パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証番
号同様、大切にお取り扱いください。

2．パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場合は、画面
の案内にしたがってお手続きください。

3．議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

【インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ】

1．インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以下にお問い合わせください。
三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート
【専用ダイヤル】 0120-652-031 （午前９時〜午後９時）

2．その他のご照会は、証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてに、また、証券会社に口座
のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。
三井住友信託銀行 証券代行事務センター 0120-782-031（平日午前９時〜午後５時）

機関投資家の皆さまへ
本総会の議決権行使については、株式会社ＩＣＪの運営する「議決権電子行使プラット
フォーム」をご利用いただくことも可能です。
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会社提案 （第１号議案から第３号議案までは、会社提案によるものであります。）
第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要政策と位置づけております。地上波・ＢＳ・ＣＳの放送事

業者を完全子会社とする認定放送持株会社として欠くことのできない長期的な企業基盤の充実に向けた内部留保
とのバランスを考慮しつつ、継続的な成長を主眼においた安定的な普通配当に努めるとともに、記念すべき節目
における記念配当や、各期の業績変動等を勘案した特別配当などにより、株主のみなさまへの還元に努めること
を基本方針としております。
この基本方針に基づき、以下のとおりといたしたいと存じます。

1. 期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類 金銭
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金40円
（普通配当30円、記念配当10円）
総額 4,230,265,160円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2024年６月28日

2. その他の剰余金の処分に関する事項
該当事項はありません。
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会社提案 （第１号議案から第３号議案までは、会社提案によるものであります。）
第２号議案 定款の一部変更の件

1. 提案の理由
当社は、放送法に基づき外国人等の議決権割合が総株主の議決権の５分の１以上となる場合に、外国人等の

株主名簿への記載または記録を拒否し、拒否された外国人等の株式を配当支払いの対象外としておりますが、
今後は、当該外国人等の株式についても配当支払いの対象といたしたく、現行定款第33条の変更を行うもので
あります。

2. 変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案
第６章 計 算 第６章 計 算

（剰余金の配当の基準日）
第33条 本会社の期末配当の基準日は、毎年３月

31日とする。

（剰余金の配当）
第33条 本会社の期末配当は、次の各号に掲げる

者に対して行うことができる。
１．毎年３月31日の最終の株主名簿に記載
または記録された株主または登録株式質
権者

２．社債、株式等の振替に関する法律第151
条第１項に基づき振替機関より通知された
毎年３月31日の株主のうちその有する株
式の全部または一部について本定款第10
条第２項の規定により株主名簿に記載もし
くは記録されなかった株主または当該通知
において当該株主の有する株式の質権者と
して示された者
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現 行 定 款 変 更 案
② 本会社の中間配当の基準日は、毎年９月30

日とする。

③ 前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当
をすることができる。

② 本会社の中間配当は、次の各号に掲げる者
に対して行うことができる。
１．毎年９月30日の最終の株主名簿に記載
または記録された株主または登録株式質
権者

２．社債、株式等の振替に関する法律第151
条第１項に基づき振替機関より通知された
毎年９月30日の株主のうちその有する株
式の全部または一部について本定款第10
条第２項の規定により株主名簿に記載もし
くは記録されなかった株主または当該通知
において当該株主の有する株式の質権者と
して示された者

③ 前２項のほか、基準日を定めて、次の各号
に掲げる者に対して剰余金の配当をすること
ができる。
１．基準日の最終の株主名簿に記載または記
録された株主または登録株式質権者

２．社債、株式等の振替に関する法律第151
条第１項に基づき振替機関より通知された
基準日の株主のうちその有する株式の全部
または一部について本定款第10条第２項
の規定により株主名簿に記載もしくは記録
されなかった株主または当該通知において
当該株主の有する株式の質権者として示さ
れた者

（新設） （附則）
定款第33条の変更は、2024年９月１日から効力を

生ずるものとする。なお、本附則は、同条の効力発生
をもってこれを削除する。
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会社提案 （第１号議案から第３号議案までは、会社提案によるものであります。）
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件
本総会終結の時をもって、現任取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員が任期満了となりますので、

取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名の選任をお願いするものであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏名 現在の地位及び担当 取締役会
出席回数

1 再 任
はや かわ ひろし

早 河 洋 代表取締役会長 11／11回

2 再 任
しの づか ひろし

篠 塚 浩
代表取締役社長
（人事局担当、SDGs推進室担
当）

11／11回

3 再 任
たけ だ とおる

武 田 徹
取締役
（ネットワーク戦略室・コンプラ
イアンス統括室担当）

11／11回

4 再 任
す なみ げん ご

角 南 源 五
取締役
（経営戦略局・経理局担当、
SDGs推進室担当補佐）

11／11回

５ 再 任
いた ばし じゅん じ

板 橋 順 二
取締役
（総務局担当、SDGs推進室担当
補佐）

11／11回

６ 再 任
ほり え たかし

堀 江 隆 取締役
（広報担当） 8／8回

７ 再 任
にし あらた

西 新 取締役 11／11回

８ 再 任 社 外
た だ のり ゆき

多 田 憲 之 取締役 8／8回

９ 再 任 社 外 独 立
た なか さ なえ

田 中 早 苗 取締役 8／8回

10 再 任 社 外
なか むら し ろう

中 村 史 郎 取締役 10／11回
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1 はや かわ ひろし

早河 洋 （1944年１月１日生）
再 任

所有する当社の株式数 80,076株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1967年４月 当社入社
1995年６月 当社広報局長
1996年２月 当社編成局長
1997年３月 当社報道局長
1998年９月 当社役員待遇報道・情報本部副本部長

兼報道局長
1999年６月 当社取締役編成・制作本部長
2000年２月 当社取締役編成本部長
2001年６月 当社常務取締役編成本部長
2002年３月 当社常務取締役編成本部長兼編成制作

局長
2003年２月 当社常務取締役編成制作局長
2005年６月 当社代表取締役専務
2007年６月 当社代表取締役副社長
2009年６月 当社代表取締役社長
2013年10月 テレビ朝日分割準備株式会社（現 株

式会社テレビ朝日）代表取締役
2014年４月 同社代表取締役社長

2014年６月 当社代表取締役会長兼CEO
株式会社テレビ朝日代表取締役会長兼
CEO

2019年６月 当社代表取締役会長･CEO
株式会社テレビ朝日代表取締役会長･
CEO

2022年２月 同社代表取締役会長･CEO兼社長･
COO

2022年６月 当社代表取締役会長（現任）
株式会社テレビ朝日代表取締役会長
（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社テレビ朝日代表取締役会長
東映株式会社取締役

選任の理由

早河 洋氏を取締役候補者とした理由は、編成、報道等を中心とした豊富な経験に加え、業務執行取締役とし
てテレビ局の事業全体に対する高い識見と判断力を持ち、代表取締役社長や会長に就任してからは、グループ価
値を高める戦略性、価値創造に向けた提言などにより当社グループを率いてきた実績等からも、現況の経営環境
に鑑み当社業務において適切な意思決定や監督能力を発揮できると考えたことによります。
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２ しの づか ひろし

篠塚 浩 （1962年６月15日生）
再 任

所有する当社の株式数 31,815株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1986年４月 当社入社
2012年６月 当社報道局長
2014年４月 株式会社テレビ朝日報道局長
2014年６月 当社取締役

株式会社テレビ朝日取締役報道局長
2018年11月 同社取締役
2019年６月 同社常務取締役
2022年６月 当社代表取締役社長（現任）

株式会社テレビ朝日代表取締役社長
（現任）

（当社における担当）
人事局担当、SDGs推進室担当

（重要な兼職の状況）
株式会社テレビ朝日代表取締役社長
株式会社朝日新聞社取締役
朝日放送グループホールディングス株式会社取締役
株式会社ビデオリサーチ取締役

選任の理由

篠塚 浩氏を取締役候補者とした理由は、報道、インターネット事業等を中心とした豊富な経験に加え、当社
及び株式会社テレビ朝日の代表取締役社長としてテレビ局の事業全体に対する高い識見と判断力を持ち、当社業
務において適切な意思決定や監督能力を発揮できると考えたことによります。
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３ たけ だ とおる

武田 徹 （1950年11月29日生）
再 任

所有する当社の株式数 53,444株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1974年４月 当社入社
2003年２月 当社人事局長
2004年６月 当社取締役人事局長
2007年６月 当社取締役
2009年６月 テレビ朝日映像株式会社常務取締役

制作本部長
2011年６月 同社代表取締役社長
2014年６月 当社常務取締役

株式会社テレビ朝日常務取締役
2016年６月 当社専務取締役

株式会社テレビ朝日専務取締役

2019年６月 当社取締役（現任）
株式会社テレビ朝日取締役副会長（現
任）

（当社における担当）
ネットワーク戦略室・コンプライアンス統括室担当

（重要な兼職の状況）
株式会社テレビ朝日取締役副会長

選任の理由

武田 徹氏を取締役候補者とした理由は、営業、ネットワーク、人事、ビジネスプロデュース等を中心とした
豊富な経験や、グループ会社の代表取締役社長を務めるなどの実績に加え、業務執行取締役としてテレビ局の事
業全体に対する高い識見と判断力を持ち、当社業務において適切な意思決定や監督能力を発揮できると考えたこ
とによります。
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４ す なみ げん ご

角南 源五 （1956年10月20日生）
再 任

所有する当社の株式数 55,741株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1979年４月 当社入社
2008年６月 当社総務局長
2010年６月 当社取締役総務局長
2012年６月 当社取締役
2014年４月 株式会社テレビ朝日取締役
2014年６月 同社常務取締役
2016年６月 同社代表取締役社長
2019年６月 株式会社ビーエス朝日（現 株式会社

ＢＳ朝日）代表取締役社長
当社取締役副社長
株式会社テレビ朝日取締役

2022年６月 株式会社ＢＳ朝日取締役相談役（現
任）
当社取締役（現任）
株式会社テレビ朝日取締役副社長（現
任）

（当社における担当）
経営戦略局・経理局担当、SDGs推進室担当補佐

（重要な兼職の状況）
株式会社テレビ朝日取締役副社長
株式会社ＢＳ朝日取締役相談役
東映アニメーション株式会社取締役
株式会社壽屋取締役

選任の理由

角南源五氏を取締役候補者とした理由は、コンテンツビジネス、総務、経理、経営戦略等を中心とした豊富な
経験や、主要な事業子会社である株式会社ＢＳ朝日の代表取締役社長を務めるなどの実績に加え、業務執行取締
役としてテレビ局の事業全体に対する高い識見と判断力を持ち、当社業務において適切な意思決定や監督能力を
発揮できると考えたことによります。
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５ いた ばし じゅん じ

板橋 順二 （1964年３月26日生）
再 任

所有する当社の株式数 16,786株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1987年４月 当社入社
2016年７月 当社総務局長

株式会社テレビ朝日総務局長
2019年６月 当社取締役総務局長

株式会社テレビ朝日取締役総務局長
2021年７月 同社取締役
2022年６月 当社取締役（現任）

株式会社テレビ朝日常務取締役（現
任）

（当社における担当）
総務局担当、SDGs推進室担当補佐

（重要な兼職の状況）
株式会社テレビ朝日常務取締役

選任の理由

板橋順二氏を取締役候補者とした理由は、編成、営業、総務等を中心とした豊富な経験に加え、業務執行取締
役としてテレビ局の事業全体に対する高い識見と判断力を持ち、当社業務において適切な意思決定や監督能力を
発揮できると考えたことによります。
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６ ほり え たかし

堀江 隆 （1964年７月25日生）
再 任

所有する当社の株式数 2,380株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1987年４月 株式会社朝日新聞社入社
2021年６月 同社取締役 経営戦略統括/グルー

プ・ネットワーク政策統括/経営企画/
メディア戦略/出版担当

2022年４月 同社常務取締役 経営戦略統括/グル
ープ・ネットワーク政策統括

2023年４月 同社常務取締役 経営戦略統括
2023年 6 月 当社取締役（現任）

株式会社テレビ朝日常務取締役（現
任）

（当社における担当）
広報担当

（重要な兼職の状況）
株式会社テレビ朝日常務取締役

選任の理由

堀江 隆氏を取締役候補者とした理由は、新聞社での豊富な経験から、様々なメディアが複合的に展開される
現況のもと、担当する広報をはじめとする当社業務において適切な意思決定や監督能力を発揮できると考えたこ
とによります。
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７ にし あらた

西 新 （1965年８月２日生）
再 任

所有する当社の株式数 15,886株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1989年４月 株式会社宣弘社入社
1997年10月 当社入社
2014年７月 株式会社テレビ朝日総合編成局長
2019年６月 当社取締役

株式会社テレビ朝日取締役総合編成局
長

2020年７月 同社取締役コンテンツ編成局長
2022年６月 当社取締役（現任）

株式会社テレビ朝日常務取締役コンテ
ンツ編成局長

2023年 7 月 同社常務取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社テレビ朝日常務取締役

選任の理由

西 新氏を取締役候補者とした理由は、編成、スポーツ等を中心とした豊富な経験に加え、業務執行取締役と
してテレビ局の事業全体に対する高い識見と判断力を持ち、当社業務において適切な意思決定や監督能力を発揮
できると考えたことによります。
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８ た だ のり ゆき

多田 憲之 （1949年９月６日生）
再 任 社 外

所有する当社の株式数 ー株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1972年４月 東映株式会社入社
2014年４月 同社代表取締役社長
2020年６月 同社取締役相談役
2021年６月 同社代表取締役会長
2023年２月 同社代表取締役会長兼社長
2023年４月 同社代表取締役会長（現任）
2023年 6 月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
東映株式会社代表取締役会長（注１）
株式会社テレビ朝日取締役
東映アニメーション株式会社取締役

選任の理由及び期待される役割の概要

多田憲之氏を社外取締役候補者とした理由は、当社株主である法人かつ日本を代表する映画製作会社のトップ
であり、様々なメディアが複合的に展開される現況のもと、その豊富な職務経験・識見を当社経営に活かしてい
ただけると考えたことによります。当社業務の意思決定にあたり、当社の現状を踏まえた有益な助言及び監督機
能への貢献を期待しております。
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９ た なか さ なえ

田中 早苗 （1962年７月15日生）
再 任 社 外 独 立

所有する当社の株式数 217株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1989年４月 弁護士登録（現任）
1991年９月 田中早苗法律事務所代表（現任）
2011年３月 株式会社ノエビアホールディングス取

締役
2015年４月 株式会社テレビ朝日放送番組審議会副

委員長
2015年５月 松竹株式会社取締役（現任）
2023年３月 アサヒグループホールディングス株式

会社監査役（現任）
2023年 6 月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
田中早苗法律事務所代表
株式会社テレビ朝日取締役
松竹株式会社取締役
アサヒグループホールディングス株式会社監査役

選任の理由及び期待される役割の概要

田中早苗氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士
であり、株式会社テレビ朝日の放送番組審議会副委員長を務めるなど放送業界への識見が高く、また、上場企業
の社外役員を歴任してこられたことから、その豊富な職務経験を当社経営に活かしていただけると考えたことに
よります。当社業務の意思決定にあたり、当社の現況を踏まえた有益な助言及び監督機能への貢献を期待してお
ります。
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10 なか むら し ろう

中村 史郎 （1963年４月６日生）
再 任 社 外

所有する当社の株式数 ー株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1986年４月 株式会社朝日新聞社入社
2021年４月 同社代表取締役社長（現任）
2021年６月 公益財団法人朝日新聞文化財団代表理

事理事長（現任）
当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社朝日新聞社代表取締役社長（注２）
公益財団法人朝日新聞文化財団代表理事理事長
株式会社テレビ朝日取締役

選任の理由及び期待される役割の概要

中村史郎氏を社外取締役候補者とした理由は、当社株主である法人かつ日本を代表する新聞社のトップであ
り、様々なメディアが複合的に展開される現況のもと、その豊富な職務経験・識見を当社経営に活かしていただ
けると考えたことによります。当社業務の意思決定にあたり、当社の現況を踏まえた有益な助言及び監督機能へ
の貢献を期待しております。
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（注１） 同社は、当社の完全子会社である株式会社テレビ朝日及び株式会社ＢＳ朝日の営業の部類に属する映
画の製作、放送番組の制作などを行っております。また、上記２社とは取引関係があります。

（注２） 同社は、当社の完全子会社である株式会社テレビ朝日及び株式会社ＢＳ朝日の営業の部類に属する出
版物の刊行などを行っております。また、上記２社とは取引関係があります。

（注３） その他には、各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
（注４） 多田憲之、田中早苗、中村史郎の各氏は、社外取締役候補者であります。なお、多田憲之、田中早苗、

中村史郎の各氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって、それぞれ、１年、１年、３年
であります。

（注５） 多田憲之、田中早苗、中村史郎の各氏は、当社の完全子会社である株式会社テレビ朝日の取締役（非
常勤）であります。

（注６） 社外取締役候補者が過去５年間に役員等として在任した株式会社において、開示すべき重要な法令・
定款に違反する事実等は発生しておりません。

（注７） 社外取締役候補者が最後に選任された後在任中に、当社において、開示すべき重要な法令・定款に違
反する事実等は発生しておりません。

（注８） 社外取締役候補者のうち、多田憲之氏は、当社の特定関係事業者である東映株式会社の代表取締役で
あり、かつ、当社の特定関係事業者である東映アニメーション株式会社の取締役（非常勤）であります。
その他社外取締役候補者で、過去10年間に当社の特定関係事業者（当社の子会社は除く）の業務執行者
又は業務執行者でない役員である者又はあった者、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その
他の財産を受ける予定のある者、又は過去２年間に受けていた者はおりません。

（注９） 社外取締役候補者のうち、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役員の配
偶者、３親等以内の親族その他これに準ずる者はおりません。

（注10） 当社と多田憲之、田中早苗、中村史郎の各氏とは、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約
を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金10百万円又は会社法第425条第１項に定める
最低責任限度額のいずれか高い金額としております。各氏の再任が承認された場合には、当社は各氏と
上記契約を継続する予定です。

（注11） 当社は、会社法第430条の3第1項の役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保
険者が、その地位に基づき行った業務に起因して損害賠償請求を受けた場合の法律上の損害賠償金及び
争訟費用等を填補することとしております。各候補者の選任が承認された場合には、当該役員等賠償責
任保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には、同内容での更新を予定し
ております。

（注12） 当社は、田中早苗氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。
同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員となる予定であります。
なお、当社の定める独立役員の考え方などについては、インターネット上の当社ウェブサイト（アド

レス https://www.tv-asahihd.co.jp）に掲載しております。
（注13） 上記の記載事項について、社外取締役候補者からの意見はございません。
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株主提案（第４号議案から第７号議案までは、株主からのご提案によるものであります。）

第４号議案から第７号議案までは、株主（49名）からのご提案によるものであります。なお、提案株主
（49名）の議決権の数は、404個であります。
以下、議案の要領及び提案の理由は、形式的な修正を除き、株主から提出された株主提案権行使書の原文のま

ま記載しております。

第４号議案 定款の一部変更の件
１．定款の追加

株式会社テレビ朝日（以下「テレビ朝日」という）の制作番組を含め報道番組などについて政治的な権力
を持つ者からの圧力、介入により、報道機関の公正報道を保ち難い疑いのある事例が過去10年以内に存在し
た場合に、独立の第三者委員会を設立し、調査、公表する旨の定款を追加する。

２．提案理由
2015年１月、テレビ朝日の「報道ステーション」において、コメンテーターの古賀茂明氏の発言を巡っ

て、政権幹部からの介入事例があり、テレビ朝日が政権の意向を忖度して古賀氏及び同番組制作担当者を同
年３月末に降板させたとの批判をした文献などが存在する。もし、この事実が真実ならば、憲法で保障され
た放送の自由を侵害するものである。
テレビ番組が果たすべき大きな目的、役割の一つに政権に忖度、迎合しないで自主・自立の立場から放送

するという使命がある。この使命に基づき、過去10年間の介入事例の存否、その経過、会社の対応について
（又将来に同様の「介入」事例があった場合に）、独立の第三者委員会を設置し、調査し公表することを定款
に定めることは、政治権力を持つ者の「介入」を予め防止する役割を持ち、同時に視聴者の信頼性をより高
めることになる。
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当社取締役会は、第４号議案に「反対」しております。

【当社取締役会の意見】
今般の株主さまのご提案に関しまして、ご指摘のような事実は一切ございません。
当社の事業子会社である株式会社テレビ朝日（以下、「テレビ朝日」といいます。）は、すでに番組づくりの

指針である「テレビ朝日 放送番組基準」を策定し、番組及び広告の企画、制作、実施に当って守るべき基準
と限界をまとめた「民放連 放送基準」に則ることで、政治的権力に迎合せず、自主・自律の姿勢で適正な放
送が行われるためのルールを確立し、その徹底を図っております。
また、第三者委員会は、企業不祥事が発生した場合に原因究明や再発防止策の検討などを目的として設立さ

れる事例が多くみられますが、その機能や役割は事案により千差万別です。しかしながら、今般の株主さまの
ご提案にあります「介入」や「圧力」「政治的な権力を持つ者」の定義は不明確であり、「第三者委員会」によ
る検証・調査の対象も明確に示されてはおりません。
当社グループの放送事業は、放送という一連の業務執行として、会社法に基づき、放送法はもとより諸法令

に適合していることを確保するための体制のもとで行われております。
このなかで業務執行行為の一部をことさらに切り出し、きわめて不明確な条件付けで一律に第三者委員会の

関与を定款において義務付けることは、業務の適時適切な執行を著しく阻害するものと考えますので、当社取
締役会としては、本総会に上程する本株主提案に対して反対いたします。
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株主提案（第４号議案から第７号議案までは、株主からのご提案によるものであります。）

第５号議案 定款の一部変更の件
１．定款の追加

株式会社テレビ朝日（以下「テレビ朝日」という）の個別番組の放送内容については、本来は、社内の放
送番組審議会において是正されるのが放送法の趣旨であるところ、放送番組審議会に機能不全又はその恐れ
がある場合には、独立の第三者委員会を設立し、調査、公表する旨の定款を新しく追加する。

２．提案理由
テレビ朝日の番組2023年10月７日「大下容子ワイド！スクランブル」及び2024年３月１日「羽鳥慎一

モーニングショー」において、放送番組審議会の委員長である見城徹氏が社長を務める幻冬舎の書籍の宣
伝、広告部分があると視聴者に疑いを抱かせる番組が報道された。 日本民間放送連盟放送基準において番
組内容が広告放送と誤解されることはあってはならないし、そのようなことは民放テレビの放送の根幹にか
かわる問題であると指摘されている。しかもＢＰＯからも同種の番組については勧告も受けている。このよ
うな個別番組の有り方は、本来は放送番組審議会において是正・検証されるべきである。しかし、同書籍の
出版社社長である見城氏が委員長を務める放送番組審議会で審議が行われた形跡はない。このように放送番
組審議会の機能不全が疑われる場合に、第三者委員会を設立し調査しその結果を公表する旨の定款追加は、
本社の信頼性を高める。
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当社取締役会は、第５号議案に「反対」しております。

【当社取締役会の意見】
テレビ朝日は、放送法第６条で定められている放送番組審議機関（テレビ朝日放送番組審議会。以下、「放

送番組審議会」といいます。）において、課題番組以外でも委員から常に、自由にご意見をいただいており、
放送番組全般といったテーマでも、日頃テレビ朝日の番組を観て気が付かれたことについて、番組の適正を図
るため、幅広いご意見をいただいております。また、放送した番組で問題が発生した場合には、第三者の視点
からご指摘、ご意見をいただいております。
委員の皆さまは、様々な分野で活躍され、社会に貢献されてきた方々で、豊富な経験と多岐にわたる深い知

見をお持ちです。時には厳しいご指摘やご意見も伺い、その都度、番組制作の現場と共有して改善に努めてお
ります。
また、テレビ朝日系列独自の取り組みとして「系列24社放送番組審議会委員代表者会議」を開催しており

ます。「動画配信時代 地上波テレビに望むこと」や「いま、テレビの役割を問う〜地域に貢献するメディア
であり続けるために〜」など、毎年違うテーマで深い議論を行っており、系列各局にとって、大変有意義なも
のとなっております。さらに番組表彰制度「PROGRESS賞」を設けて、制作スタッフの育成にも貢献しており
ます。テレビ朝日の放送番組審議会は番組の審議だけでなく、系列全体の番組の質の向上にも寄与しておりま
す。
テレビ朝日の放送番組審議会は、放送法の定めに則り、放送番組の適正向上を図る職責・機能を十分に果た

していると考えております。
また、提案理由にある２つの番組に関してですが、テレビの情報番組は日々のニュースを扱うのが主流で、

いわゆる企画・特集もの、芸能やスポーツ、生活情報など多様な映像素材で構成されております。少子高齢化
が進み、コロナ禍等も加わって視聴者の志向が変化しています。例を挙げると、健康や美容に関するもの、ダ
イエット・老化防止・介護から、趣味・スポーツまで実に幅広くあります。そのような題材はもちろん独自に
取材し構成しますが、出版・新聞・インターネットをベースにした企画コーナーもございます。ご指摘の番組
の件は、こうした範疇に入るものと考えます。
こうしたことから、提案理由にある「放送番組審議会が機能不全」とのご指摘につきましては、そのような

状態ではないと考えており、今後もテレビ朝日は、放送番組審議会委員からの客観的なご意見を参考にし、放
送番組の適正向上を図るべきであると考えます。また、第三者委員会の関与を定款において義務付けることに
つきましては、業務の適時適切な執行を阻害するおそれがあるとも考えますので、当社取締役会としては、本
総会に上程する本株主提案に対して反対いたします。
なお、今般の株主さまからのご指摘は、表現方法に対する注意喚起と考え、真摯に受け止め、今後の番組制

作に活かしてまいることを申し添えさせていただきます。
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株主提案（第４号議案から第７号議案までは、株主からのご提案によるものであります。）

第６号議案 定款の一部変更の件
１．議案の追加

（１）株式会社テレビ朝日（以下「テレビ朝日」という）の放送番組審議会の委員の任期（更新する場合も
含む）を最長10年とする（最長10年に達している委員は直ちに退任すること）。

（２）当該審議会の委員には「テレビ朝日」の番組制作に関与する者を選任しないこと（現に委員に就任し
ている場合は直ちに退任すること）。

２．提案理由
（１）現在、委員長を務める見城徹氏は、放送番組審議会委員を約20年つとめ、委員長在籍も10年を経過

しているという現状がある。特定の委員が放送番組審議会に長期間在任し、当該委員が審議会の委員
長や副委員長を兼務している場合には、当該委員の発言が審議会の議論を支配する危険性があり、放
送法が期待する放送番組審議会の意義、役割を果たすことが困難である。

（２）「テレビ朝日」の番組制作に関与する個人、法人（法人の場合はその役員も含む）が委員に選任され
ると公平、公正、中立な立場で番組を審議することは不可能となる。
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当社取締役会は、第６号議案に「反対」しております。

【当社取締役会の意見】
放送番組審議会の委員の委嘱について、放送法では「学識経験を有する者のうちから、当該放送事業者が委

嘱する」と規定されるのみで、任期や学識経験以外の資格要件の定めはございません。
テレビ朝日は、放送番組審議会規程により「委員の任期は１年とする。但し重任を妨げない」としておりま

す。これは、テレビ朝日の放送番組数が、常時約150に及び、また、テレビ局は報道機関であると同時に、広
告・宣伝機能、娯楽文化の提供という複合的な構造・仕組みを持っていることから、委員の皆さまに十分なご
審議をいただくには、一定期間、委員に在任していただく必要があると認識しているためです。
以上を踏まえますと、テレビ朝日の放送番組審議会委員がその見識・知見を生かし、闊達で意義のある議論

を通じて、放送番組の適正化を図っていくためには、各委員に中長期的な視点で観ていただくことも重要で
す。放送番組審議会の委員の任期、属性に関しましては、放送局が多様な要素を総合的に考慮して選任にあた
るべきであると考えます。このため、特に法令に定めのない放送番組審議会委員の在任期間の上限、及び当該
審議会の委員に番組制作に関与する者を選任しないこと（現に委員に就任している場合は直ちに退任するこ
と）を定款に規定することは、放送番組審議会の運用を硬直化させ、総合的な判断からなる人選を困難にする
おそれがあり、ひいては放送番組の適正化を図るという放送番組審議会の機能を損ないかねないと考えますの
で、当社取締役会としては、本総会に上程する本株主提案に対して反対いたします。
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株主提案（第４号議案から第７号議案までは、株主からのご提案によるものであります。）

第７号議案 社外取締役の推薦
１．前川喜平氏を社外取締役に推薦する

生年月日：1955年１月13日
所有株式数：2000株

【経歴】
1979年 東京大学法学部を卒業。文部省入省。その後、ケンブリッジ大学大学院留学。
ユネスコ代表部一等書記官、文部大臣秘書官、初等中等教育局長等を歴任。
2016年６月 文部科学事務次官
2017年１月 依願退職
2018年４月 日本大学文理学部教育学科非常勤講師
それ以降、市民の立場で教育、社会、政治などの諸問題に関して講演活動を行い、その間に様々な執筆活動
を行っている。

２．同人を推薦する理由
前川氏は、事務次官として政府関係者や政治家との折衝等の経験が豊富な上、退官後の市民活動、その発

言内容からも民主主義の本質や報道の自由の有り方についての造詣が深い。退官時以降の毅然とした姿勢に
は趣旨を貫く力があり、報道の自由のため現場で頑張る事業者や職員の方たちへの激励にも繋がる。
特に、第二次安倍政権下においては、テレビ報道への介入が続いた。例えば、政治的公平に関する高市早

苗総務大臣（当時）の答弁（2016年２月８日）もその一つであり、その背後には側近政治家による異常な
権力行使が存在していたことが昨年の国会において公表された。これらの問題は、テレビジャーナリズムの
根幹に関わる問題である。このような憂慮すべき現状を打破するためにも、前川喜平氏を社外取締役に選任
することが、テレビ朝日ＨＤにおいても有益となる。
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当社取締役会は、第７号議案に「反対」しております。

【当社取締役会の意見】
当社取締役会は、企業価値向上に向けたガバナンスの改革に継続して取り組んでおり、2014年４月には認

定放送持株会社に移行し、グループの情報共有体制や意思決定プロセス及び組織の見直しなどを行い、経済状
況、経営環境などに応じた、迅速で的確な判断ができる態勢を整えました。また、2015年には、取締役の職
務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とすることにより、取締役会の監督機能を強化し、更な
る監視体制の強化によって、より一層のコーポレート・ガバナンスの向上を図るため監査等委員会設置会社に
移行し、独立社外役員が委員長を務め、かつ、過半数を占める『指名・報酬委員会』も設置いたしました。
こうした一連のガバナンス改革を経た体制のもとで、『取締役会の多様な構成』『当社のコーポレート・ガバ

ナンスにかかる基本方針』『企業経営を担う適切な人材の育成と選定に向けた基本方針』を共有し、企業課題
を克服し、企業価値の持続的な向上を図るために最もふさわしい取締役候補者を株主の皆さまにお諮りしてま
いりました。
このような候補者は、株主総会で皆さまのご信任を得て、現在の経営計画「BREAKOUT STATION！新し

い時代のテレビ朝日 経営計画2023-2025」を推進しておりますが、現在、「地上波」「インターネット」「シ
ョッピング」「メディアシティ」「新領域開拓」など各分野で、実績を重ねております。
今回ご提案する取締役会の体制も、コーポレート・ガバナンスの実効性確保と企業特質を踏まえ、その価値

の最大化に向けた最適の体制となるよう、指名・報酬委員会の答申も踏まえる等、当社内で慎重な検討を重ね
て指名した、相互に適切にスキルを補完し、さらに、報道機関の持株会社の取締役として不偏不党の立場を堅
持している複数の候補者となります。このため、さらに前川氏を候補者とし、そのお力添えをいただく必要は
ないと考え、当社取締役会としては、本総会に上程する本株主提案に対して反対いたします。
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１ 企業集団の現況に関する事項

1. 事業の経過及びその成果

当連結会計年度の日本経済は、雇用・所得環境の改善に伴い、一部に足踏みがみられるものの、緩やかな回復
が続きました。一方、テレビ広告市況におきましては、東京地区のスポット広告の出稿量が前期を下回るなど、
厳しい状況となりました。
このような経済状況のなか、当連結会計年度の売上高は3,078億9千8百万円（前期比＋1.1％）、売上原価、販

売費及び一般管理費の合計が2,955億6千1百万円（同＋1.9％）となりました結果、営業利益は123億3千7百万
円（同△14.9％）、経常利益は199億1千9百万円（同△14.0％）となりました。また、特別利益において投資有
価証券売却益を計上したことなどにより、親会社株主に帰属する当期純利益は、171億3千8百万円（同＋3.2％）
となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

❶ テレビ放送事業
当連結会計年度は、全日視聴率（6時〜24時）個人全体が3.5％、世帯が6.3％でともに1位、ゴールデンタイ

ム（19時〜22時）個人全体が5.3％で2位、世帯が8.9％で1位、プライムタイム（19時〜23時）個人全体が5.3
％、世帯が9.0％でともに1位、プライム2（23時〜25時）個人全体が1.8％、世帯が3.5％でともに2位で終了
し、個人全体では、2年連続の全日・プライムの2冠、世帯では、2年連続の3冠となりました。
ゴールデン・プライム帯では、「報道ステーション」が5年連続、「サタデーステーション」が3年連続で同時間

帯トップを獲得しました。連続ドラマでは、「相棒season22」(平均：個人全体6.4％、世帯11.2％)、「特捜９」
(平均：個人全体5.6％、世帯9.9％)などトップ10に5作品が入りました。また、「離婚しない男-サレ夫と悪嫁の
騙し愛-」が、初回放送の見逃し配信再生数が初動1週間でテレビ朝日歴代最高となる424万回再生を記録しまし
た。バラエティー番組では、金曜の「ザワつく！金曜日」「マツコ＆有吉かりそめ天国」、土曜の「池上彰のニュ
ースそうだったのか!!」など週末の番組が高い数字となりました。
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スポーツでは、各シーズンで大型スポーツイベントの中継を実施しました。夏に開催された「FIBA バスケッ
トボールワールドカップ2023」は3試合を中継、順位決定戦となった「日本×カーボベルデ」の1戦は個人全体
15.3％、世帯22.9％の高視聴率となりました。「サッカーAFCアジアカップ」では、3大会ぶりの王座奪還を目
指す日本代表の戦いを中継し、特に「準々決勝 日本×イラン」(個人全体15.6％、世帯23.6％)は、23年度のプ
ライム帯民放最高視聴率となりました。大谷翔平選手・山本由伸選手が移籍したドジャースの開幕シリーズ
「MLBソウルシリーズ」は、開幕第2戦の「ドジャース×パドレス」(個人全体10.6％、世帯17.7％)を含む3試合
の中継を実施しました。
全日帯では、「グッド！モーニング」が、初の同時間帯民放トップを獲得したほか、「羽鳥慎一モーニングショ

ー」が、4年連続の同時間帯トップ、「大下容子ワイド！スクランブル」は、1部が10年連続、2部が2年連続の
同時間帯トップを獲得し、全日帯トップに貢献しました。
以上のような状況のなか、収益の拡大を図るため、積極的な営業活動を展開しました。
タイム収入は、海外経済の下振れリスクが指摘されるなど、依然、不透明感がみられるなか、アドバタイザー

の宣伝活動において固定費削減傾向が強まり、レギュラー番組のセールスでは苦戦を強いられました。また、単
発番組につきましては、「世界水泳福岡2023」「FIBAバスケットボールワールドカップ2023」などがあったも
のの、前期の「FIFA ワールドカップ カタール 2022」「2023ワールドベースボールクラシック」の反動減に
より減収となりました。以上の結果、タイム収入合計は787億4千4百万円（前期比△3.5％）となりました。
スポット収入は、東京地区の広告出稿量が前期を下回ったことなどから減収となりました。業種別では、「飲

料・嗜好品」「食品」「交通・レジャー」などが好調な一方で、「情報・通信」「官公庁・団体」「出版」などは減
収となりました。以上の結果、スポット収入は881億4千9百万円（同△2.5％）となりました。
また、ＢＳ・ＣＳ収入は263億4百万円（同＋0.9％）、番組販売収入は136億6千2百万円(同＋4.8％)、その他

収入は227億6千5百万円（同＋5.5％）となりました。
以上により、テレビ放送事業の売上高は2,296億2千6百万円(同△1.3％)、営業費用は2,236億5千5百万円

(同＋0.3％)となりました結果、営業利益は59億7千1百万円（同△37.7％）となりました。

2024年05月28日 18時44分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 33 ―

❷ インターネット事業
株式会社サイバーエージェントとの共同事業「ABEMA」は、MLBやサッカープレミアリーグなどスポーツコ

ンテンツがさらに充実し、2,000万WAU（ウイークリーアクティブユーザー）前後で推移、有料の「プレミア
ム」会員も増えており、無料・有料ともに堅調に推移しました。「ABEMA NEWS」は注目度の高いニュース・
記者会見等や災害情報をリアルタイムで配信しており、2024年1月に発生した能登半島地震などでも報道特番を
タイムリーに編成するなど、緊急時の「生活インフラ」として定着しつつあります。KDDI株式会社との共同事
業としてSVOD（定額制動画配信）サービスを提供している「TELASA」は、テレビ朝日の番組との連動コンテ
ンツやTELASAオリジナルコンテンツなどを積極的に展開しております。大手動画配信プラットフォームとの連
携も強化しており、他社動画配信プラットフォーム上にTELASAチャンネルを開設することで、さらなる会員獲
得、事業拡大を目指しております。無料見逃し動画配信サービスを提供している「TVer」は、2024年1月に月
間ユーザ数が3,500万、月間再生数が4億回を記録、累計アプリダウンロード数は7,000万を突破しました。コ
ネクテッドTVによる視聴も大きく増加しており、再生数、視聴時間の増加に伴い、業績も順調に伸ばしておりま
す。また、連結子会社の株式会社UltraImpressionは、インストリーム広告の配信、分析、収益を最適化するた
めのソリューションを提供しており、VODだけでなくライブ配信にも対応することで、順調に業績を伸ばしま
した。2023年9月には中京エリアの動画配信サービス「Locipo」へアドサーバの提供を開始するなど、他社プ
ラットフォームへのアドサーバ提供も拡大しております。そのほか個別のコンテンツでは、当社が運営する
YouTube公式アカウント「ANNニュースチャンネル」がチャンネル登録者数400万人を突破しました。報道情
報番組をはじめとするコンテンツの充実を図ったほか、災害等のライブ配信の取り組みも強化しております。ま
たコアファン向けのサービスでは「新日本プロレスワールド」「アメトーークCLUB」がシステムをリニューアル
しており、さらなる事業拡大を目指します。「東映特撮ファンクラブ」も会員数を着実に伸ばしております。
以上により、インターネット事業の売上高は287億6千1百万円（前期比＋13.0％）、営業費用は264億8千8百

万円（同＋10.1％）となりました結果、営業利益は22億7千2百万円（同＋62.0％）となりました。

❸ ショッピング事業
レギュラーで放送している「じゅん散歩」が好調に推移し、増収となりました。通販特番「今田耕司の買うな

らイマダ『おかんと通販してみた！』」「通販をスクープしてみた!!」も定期的に放送し売上を伸ばしました。商
品面では「TABEGURU（たべぐる）」ブランドで食品の販売を拡大したほか、著名スポーツ選手のサイン入り記
念商品（メモラビリア）を販売し好評でした。また、サービス面ではテレビ朝日グループ共通のポイントサービ
ス「テレ朝ポイント」と通販サイト「ロッピング」との連携もスタートさせました。
以上により、ショッピング事業の売上高は200億3百万円（前期比＋2.6％）、営業費用は185億6千9百万円

（同△0.3％）となりました結果、営業利益は14億3千4百万円（同＋65.4％）となりました。
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❹ その他事業
音楽出版事業は、所属アーティストの「平井大」「ケツメイシ」及び「湘南乃風」がコンサートツアーを実施

したことなどにより増収となりました。
イベント事業では、新型コロナウイルスの感染症法上の分類が「5類」に引き下げられ、対策が大幅に緩和さ

れました。それにより「テレビ朝日ドリームフェスティバル」や「東京・大阪メトロポリタンロックフェスティ
バル」等の大型音楽フェスが盛況を取り戻し、大きな増収となりました。さらに新しい試みとして、地上波「バ
ラバラ大作戦」の番組と連動した音楽イベント「Ｔｈｅ ＭｕｓｉＱｕｅｓｔ」も新たに立ち上げました。その
他、羽生結弦さんのアイスショーや「ザワつく音楽会」「キョコロヒー」等の恒例イベントの開催規模を拡大し、
収益の拡大にもつなげました。また、多くのアーティストや来場者の皆さまに支えられ、ＥＸシアター六本木も
開業10周年を迎えることができました。そして、「テレビ朝日・六本木ヒルズ ＳＵＭＭＥＲ ＳＴＡＴＩＯＮ」
では、番組と連動したアトラクションやグルメ企画、音楽ライブを37日間にわたって開催し、記録的な猛暑中で
も多数の来場客でにぎわいました。
機器販売・リース事業は、映像機器レンタルなどが好調に推移しました。
出資映画事業は、2023年8月に公開した「しん次元！クレヨンしんちゃん THE MOVIE 超能力大決戦」が、

シリーズ最高興行収入となる24億7千万円を記録し、2024年3月公開の「映画ドラえもん のび太の地球交響楽
（ちきゅうシンフォニー）」も3月31日時点で31億円を超える興行収入となっております。その他、日本アカデミ
ー賞優秀アニメーション作品賞を受賞した映画「窓ぎわのトットちゃん」をはじめとし、実写作品「リボルバ
ー・リリー」「こんにちは、母さん」「アントニオ猪木をさがして」など、バラエティに富んだ出資作品を公開し
ました。
ＤＶＤ販売は、人気シリーズ「相棒」や「星降る夜に」「ｕｎｋｎｏｗｎ」「ハヤブサ消防団」など、様々なタ

イトルをリリースしました。
以上により、その他事業の売上高は446億8千3百万円(前期比＋10.5％)、営業費用は419億1千1百万円(同＋

10.8％)となりました結果、営業利益は27億7千1百万円（同＋6.3％）となりました。
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企業集団のセグメント別の損益の状況 （単位：百万円）

区 分

第84期（2023年度）

テ レ ビ
放 送 事 業

インターネット
事 業

ショッピング
事 業

そ の 他
事 業 計 調 整 額

（注1）

連 結 損 益
計 算 書
計 上 額
（注2）

売 上 高 229,626 28,761 20,003 44,683 323,074 △15,175 307,898

営 業 費 用 223,655 26,488 18,569 41,911 310,624 △15,063 295,561

セグメント利益 5,971 2,272 1,434 2,771 12,450 △112 12,337

（注）1. セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去、当社における子会社からの収入及び全社費用で
あります。全社費用は、主に当社のグループ経営管理に係る費用であります。

2. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

※視聴率データは、株式会社ビデオリサーチのデータによるものです。
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2. 設備投資等の状況
当期の設備投資の総額は、175億7千1百万円となりました。
当期中に取得及び完成した主要設備
・子会社
株式会社テレビ朝日
本社放送用電源

当期継続中の主要設備の新設、拡充
・子会社
株式会社テレビ朝日
東京ドリームパーク

3. 資金調達の状況
該当事項はありません。

4. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割
該当事項はありません。

5. 他の会社の事業の譲受け
該当事項はありません。

6. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
該当事項はありません。

7. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分
2023年4月に、当社の完全子会社である株式会社テレビ朝日が、株式会社BookLiveの株式を取得したことか

ら、同社を当社の持分法適用関連会社といたしました。
2023年12月に、当社の完全子会社である株式会社テレビ朝日が新たに設立した株式会社ＥＸエンタテインメ

ントについて、同社を当社の連結子会社といたしました。
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8. 対処すべき課題

当社グループは放送の公共性・公益性を常に自覚し、展開する事業を通じて魅力的かつ社会から求められる情
報やコンテンツを提供し、夢や希望を持ち続けられる社会の実現に貢献することを経営の基本方針としておりま
す。
現在、当社グループを取り巻く経営環境は、急激なスピードで変化しています。スマートフォンやタブレット

端末などデバイスの高機能化による視聴スタイルやコンテンツ流通路の多様化、少子高齢化などによる人々のラ
イフスタイルの急速な変化に直面しています。
こうした状況に適切に対応するため、「新しい時代のテレビ局」へと着実に進化していくことが必須の経営課

題であると認識しています。そのために2023年度より、経営計画「BREAKOUT STATION！新しい時代のテレ
ビ朝日 経営計画2023-2025」を推進しています。テレビ朝日グループの価値の源泉は “コンテンツ” にあると
いう基本理念のもと、視聴者・アドバタイザー等の要請に応える多様なコンテンツを制作し、当社グループのあ
らゆるメディアで展開するなど、収益の最大化を目指す「360°戦略」を進めます。その中では具体的に、以下
５つの戦略目標を掲げております。

・〔地上波戦略〕 最強コンテンツの編成テーブルを完成させ、2025年度までに年間・年度での個人全体視聴
率３冠達成を目指します。

・〔インターネット戦略〕 ABEMA・TELASA・TVerなどでコンテンツのインターネット展開を拡大しマネタ
イズ・増収を図ります。あわせてデータの利活用を推進します。

・〔ショッピング戦略〕 「販路拡大」と「ヒット商品創出」を両輪に事業規模の拡大に努め、収益性向上を図
ります。

・〔メディアシティ戦略〕 東京ドリームパーク等の拠点において、自社ＩＰを活用したリアルイベント等で増
収を図ります。

・〔新領域開拓〕 コンテンツを活用した新たなビジネス領域（アニメ・ゲーム事業、メタバース事業、アクテ
ィブシニア事業、国際展開、新規ビジネス開発など）に挑戦し、ＩＰビジネスの開発に努めます。

これら戦略目標を着実に達成するためグループ全体で取り組むことに加え、成長戦略の展開に際しては、役職
員間でのコミュニケーション等を深める機会としても活用してまいります。
また、テレビ朝日グループの「サステナビリティ宣言」や「未来に向けた５つの重点テーマ（マテリアリテ

ィ）」に基づき、自ら持続可能な社会の実現に取り組むために、気候変動対応や人的資本に関する情報開示を継
続的に行っています。さらに、公共性や社会的責任を持つメディア企業として、メディアが持つコンテンツパワ
ーを活かしながら持続可能な未来の実現に貢献していきます。
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こうした取り組みなどにより、2025年度までに連結売上高3,300億円、営業利益200億円、経常利益250億
円、親会社株主に帰属する当期純利益200億円とする定量目標の達成を目指します。定量目標の実現に向けて
は、毎期業績を積み上げていくことに加え、戦略投資も行っていく方針です。戦略投資枠を500億円と設定し、
東京ドリームパークへの投資やＩＰ開発に資する領域のＭ＆Ａなどを実施することで成長の好循環を生み出し、
資本効率の継続的な改善にもつなげてまいります。
今後もテレビ放送事業者を傘下に持つ認定放送持株会社としての公共性や社会的責任を全うできるよう良質な

コンテンツの提供に努めるとともに、さらなる企業価値の向上を目指して、ステークホルダーの皆さまのご期待
にお応えしてまいります。

9. 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 81 期
（2020年度）

第 82 期
（2021年度）

第 83 期
（2022年度）

第 84 期
（当連結会計年度）
（2023年度）

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

264,557 298,276 304,566 307,898

経 常 利 益 17,980 26,443 23,157 19,919
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 12,600 20,999 16,603 17,138

１株当たり当期純利益 122円08銭 206円80銭 163円42銭 168円66銭

純 資 産 376,105 393,215 394,763 423,577

総 資 産 473,739 498,808 495,123 520,432

（注） 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日）等を第82期の期首から適用して
おり、第82期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しており
ます。
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10. 重要な親会社及び子会社の状況

❶ 親会社との関係
該当事項はありません。

❷ 重要な子会社及び関連会社の状況
子会社

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

株 式 会 社 テ レ ビ 朝 日 100 100.00 放送法に基づく基幹放送事業、
その他放送に関連する事業

株 式 会 社 Ｂ Ｓ 朝 日 10,000 100.00 放送法に基づく基幹放送事業

株式会社シーエス・ワンテン 100 100.00 放送法に基づく基幹放送事業

シ ン エ イ 動 画 株 式 会 社 100 100.00 アニメーション制作・販売（100.00）

テ レ ビ 朝 日 映 像 株 式 会 社 75 100.00 テレビ放送番組の企画・制作（100.00）

株式会社テレビ朝日クリエイト 60 100.00 番組美術・デザイン制作（100.00）

株式会社テレビ朝日サービス 20 100.00 放送設備等販売、リース、番組販売（100.00）

株式会社テレビ朝日ミュージック 40 100.00 音楽録音物の企画･制作、著作権管理（100.00）

株式会社ロッピングライフ 25 100.00 ショッピング関連事業（100.00）

（注）「当社の議決権比率」欄の（内書）は間接所有割合であります。
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関連会社

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

東 映 株 式 会 社 11,707 19.67 映像・興行関連事業

東映アニメーション株式会社 2,867 20.01 アニメーション制作、販売、版権事業（20.01）

株 式 会 社 AbemaTV 100 36.79 動画配信事業（36.79）
（注）「当社の議決権比率」欄の（内書）は間接所有割合であります。

上記の重要な子会社を含む連結子会社は26社、上記の重要な関連会社を含む持分法適用の関連会社は17社で
あります。
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❸ 事業年度末における特定完全子会社の状況
名 称 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株式会社テレビ朝日 東京都港区六本木六丁目９番１号
百万円 百万円

135,055 325,908

11. 主要な事業内容

事 業 事 業 内 容

テ レ ビ 放 送 事 業 テレビ番組の制作及び放送に係る事業であります。

インターネット事業 インターネットを利用した広告付動画配信や動画配信コンテンツの制作及び権利許諾
等に係る事業であります。

ショッピング事業 テレビ通販番組やＥＣサイトにおける通信販売に係る事業であります。

そ の 他 事 業 音楽出版事業、イベント事業、機器販売・リース事業、出資映画事業等であります。

12. 主要な事業所

❶ 当社の事業所
本社 東京都

❷ 子会社の事業所等
株式会社テレビ朝日 東京都ほか

株式会社ＢＳ朝日 東京都

株式会社シーエス・ワンテン 東京都

テレビ朝日映像株式会社 東京都

株式会社テレビ朝日ミュージック 東京都
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13. 企業集団の従業員の状況

テレビ放送事業 4,242名
インターネット事業 406名
ショッピング事業 100名
そ の 他 事 業 565名
全 社（共 通） 139名
合 計 5,452名

（注） 企業集団の従業員数には、非常勤嘱託及び臨時雇用者は含んでおりません。

14. 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社テレビ朝日他子会社計21社
百万円

21,816

（注） 株式会社テレビ朝日他子会社計21社からの借入金は、当社を統括会社とするグループ間の資金集中管理
のため、子会社の余剰資金を借り入れているものであります。

15. その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２ 会社の株式に関する事項

1. 発行可能株式総数 300,000,000株

2. 発行済株式の総数 108,529,000株（自己株式2,772,371株を含む）

3. 株 主 数 21,738名

4. 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

株 式 会 社 朝 日 新 聞 社 26,151,840 24.72

東 映 株 式 会 社 18,522,900 17.51
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,303,700 5.96
公 益 財 団 法 人 香 雪 美 術 館 5,030,000 4.75

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 大日本印刷口
再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行 4,030,000 3.81

KBCグループホールディングス株式会社 3,333,500 3.15

公 益 財 団 法 人 朝 日 新 聞 文 化 財 団 2,297,100 2.17

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,011,700 1.90

ＳＳＢＴＣ ＣＬＩＥＮＴ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 1,890,577 1.78

THE BANK OF NEW YORK, TREATY JASDEC ACCOUNT 1,639,200 1.54

（注） 当社は、自己株式2,772,371株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比
率は自己株式を控除して計算し、小数第二位未満を切り捨てて表示しております。
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5. 事業年度中に職務執行の対価として取締役に交付した株式の状況

区 分 株 式 数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。） 8,671株 7名
（注） 上記の取締役7名は、当社及び当社の完全子会社である株式会社テレビ朝日の取締役を兼職し、両社の職

務執行の対価として譲渡制限付株式の割当てを受けております。上記のほか、当社の完全子会社である
株式会社テレビ朝日の取締役8名が譲渡制限付株式（5,125株）の割当てを受けております。

6. その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

３ 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項

1. 取締役の氏名等

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

早 河 洋 代表取締役会長 株式会社テレビ朝日代表取締役会長
東映株式会社取締役

篠 塚 浩
代表取締役社長
（人事局担当、SDGs推進室担
当）

株式会社テレビ朝日代表取締役社長
株式会社朝日新聞社取締役
朝日放送グループホールディングス株式会社取締役
株式会社ビデオリサーチ取締役

武 田 徹
取締役
（ネットワーク戦略室・コンプ
ライアンス統括室担当）

株式会社テレビ朝日取締役副会長

角 南 源 五
取締役
（経営戦略局・経理局担当、
SDGs推進室担当補佐）

株式会社テレビ朝日取締役副社長
株式会社ＢＳ朝日取締役相談役
東映アニメーション株式会社取締役
株式会社壽屋取締役

板 橋 順 二
取締役
（総務局担当、SDGs推進室担
当補佐）

株式会社テレビ朝日常務取締役

堀 江 隆 取締役（広報担当） 株式会社テレビ朝日常務取締役

西 新 取締役 株式会社テレビ朝日常務取締役

多 田 憲 之 取締役
東映株式会社代表取締役会長
株式会社テレビ朝日取締役
東映アニメーション株式会社取締役

田 中 早 苗 取締役
田中早苗法律事務所代表
株式会社テレビ朝日取締役
松竹株式会社取締役
アサヒグループホールディングス株式会社監査役

中 村 史 郎 取締役
株式会社朝日新聞社代表取締役社長
公益財団法人朝日新聞文化財団代表理事理事長
株式会社テレビ朝日取締役
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氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

長 田 明 取締役
（監査等委員） ー

池 田 克 彦 取締役
（監査等委員）

公益財団法人日本道路交通情報センター理事長
株式会社テレビ朝日監査役
鉄建建設株式会社取締役

弦 間 明 取締役
（監査等委員）

株式会社資生堂特別顧問
株式会社テレビ朝日監査役

藤 重 貞 慶 取締役
（監査等委員）

ライオン株式会社特別顧問
株式会社テレビ朝日監査役
サトーホールディングス株式会社取締役
日東紡績株式会社取締役
公益社団法人ＡＣジャパン理事長
公益社団法人日本マーケティング協会会長

宮 田 桂 子 取締役
（監査等委員）

宮田法律事務所弁護士
株式会社テレビ朝日監査役
駒澤大学法科大学院特任教授

（注）1. 取締役多田憲之、田中早苗、中村史郎、池田克彦、弦間 明、藤重貞慶、宮田桂子の各氏は、社外取
締役であります。

2. 取締役田中早苗、池田克彦、弦間 明、藤重貞慶、宮田桂子の各氏を、東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
なお、当社の定める「社外役員の独立性の基準」などについては、インターネット上の当社ウェブサ

イト（アドレス https://www.tv-asahihd.co.jp）に掲載しております。
3． 取締役長田 明氏は、常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、重要
な社内会議や業務執行取締役・使用人等から必要な情報収集を行うとともに、内部監査部門との十分な
連携を図ることで、監査等委員会の監査・監督機能を一層強化するためであります。

4. 当社と取締役多田憲之、田中早苗、中村史郎、長田 明、池田克彦、弦間 明、藤重貞慶、宮田桂子
の各氏とは、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償
責任限度額は、金10百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い金額とし
ております。
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2. 役員等賠償責任保険契約に関する事項

当社は、会社法第430条の3第1項の役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者が、
その地位に基づき行った業務に起因して損害賠償請求を受けた場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用等を填補
することとしております。ただし、被保険者の背信行為、犯罪行為、詐欺的な行為、法令に違反することを被保
険者が認識しながら行った行為に起因する損害については、填補の対象外としております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社及び当社子会社の役員、社外派遣役員、管理職従業員であ

り、全ての被保険者について、その保険料は全額当社が負担しております。
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3. 取締役の報酬等

❶ 取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針に関する事項

(1)当該方針の決定の方法
持続的な企業価値及び株主利益の向上などへの貢献意欲を高めるインセンティブとして機能することを目

的とし、当該方針について、2021年2月9日開催の取締役会にて決議いたしました。

(2)当該方針の内容の概要
取締役（監査等委員を除く）のうち、業務執行取締役については、金銭報酬及び株式報酬とし、金銭報酬

は、「基礎報酬」「業績連動報酬」「インセンティブ報酬」の３区分で構成されております。「基礎報酬」の額
は、従業員の給与の最高額、過去の支給実績、取締役報酬としての適正性その他の事情を勘案して役位ごとに
標準報酬額を定めており、「インセンティブ報酬」の額は、役位ごとに標準報酬額を定めたうえで、個人の業
績評価に応じて変動させるものとしております。また、非業務執行取締役については、金銭による固定額の基
本報酬のみとし、その額は、業務内容、就任の事情などを総合勘案して決定しております。

(3)当事業年度にかかる取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると
取締役会が判断した理由
独立社外取締役が過半数を占める当社指名・報酬委員会において、報酬総額・報酬配分などの適正性を確認

していることから、当該方針に沿うものであると取締役会は判断しております。

❷ 取締役の報酬等についての株主総会決議に関する事項
取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2015年6月26日開催の第75回定時株主総会において年額900

百万円以内（うち社外取締役分は年額50百万円以内）と決議しております（使用人兼務取締役の使用人としての
職務に対する報酬は含まれない）。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は14名（う
ち、社外役員は3名）です。また、当該報酬額の範囲内で、2019年6月27日開催の第79回定時株主総会におい
て、譲渡制限付株式に関する報酬として支給する金銭報酬債権の総額を、業務執行取締役について年額100百万
円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の業務執行取締役の員数は13名です。
取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年6月26日開催の第75回定時株主総会において年額300百万円

以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は3名です。
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❸ 取締役の個人別の報酬等の決定にかかる委任に関する事項
当事業年度におきましては、2023年6月29日開催の取締役会において、代表取締役会長 早河 洋に委任する

旨の決議がなされております。
委任を受けた者は、取締役会において定めた内規に従い、取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等のう

ち、金銭報酬について具体的な配分を決定する権限を有しております。
代表取締役会長に委任した理由は、取締役会において定めた内規において、取締役会が委任を行う場合、代表

権のある取締役への委任を定めていることに加え、当社グループの事業及び業績全体を把握したうえで、各取締
役の評価及び金銭報酬の妥当性の判断を行うのは当社経営トップが最も適しているとの認識によるものです。
なお、取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等のうち、金銭報酬の具体的な決定方法は内規に定められ

ており、同内規の改廃については、独立社外取締役が過半数を占める当社指名・報酬委員会の答申を得る必要が
あります。また、各取締役への金銭報酬の配分の適正性について、同委員会が事後に確認する仕組みを設けてお
ります。

❹ 当事業年度にかかる取締役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基礎報酬 業績連動報酬 インセンティブ

報酬 株式報酬
取締役
(監査等委員
を除く)
(うち社外)

192
(13)

114
(13)

47
(―)

24
(―)

5
(―)

12
(4)

取締役
(監査等委員)
(うち社外)

58
(20)

58
(20)

― ― ― 6
(4)

（注）上記報酬等のほか、社外役員が当社の子会社から当事業年度において役員として受けた報酬等の額は33百
万円であります。
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❺ 業績連動報酬等に関する事項
算定のための業績指標は、連結経常利益としており、その額については、役位ごとに標準報酬額を定めたうえ

で、連結経常利益と過去の一定期間の連結経常利益の平均値との乖離などに応じて算定し、業務執行取締役に配
分することとしております。なお、事業の状況を示す指標としての適切性を考慮し、当該業績指標を選定してお
ります。当事業年度を含む当該業績指標の推移は以下のとおりです。
算定の基礎とした

業績指標
第81期

(2020年度)
第82期

(2021年度)
第83期

(2022年度)
第84期

(当連結会計年度)
(2023年度)

百万円 百万円 百万円 百万円
連結経常利益 17,980 26,443 23,157 19,919

❻ 非金銭報酬等に関する事項
株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的とし、業務執行取締役に対して役位ごとに定めら

れた標準報酬額に準じた金銭報酬債権を支給し、同債権額に応じた譲渡制限付株式を割当てる報酬制度を導入し
ております。

2024年05月28日 18時44分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 51 ―

4. 社外役員に関する事項

❶ 重要な兼職先と当社との関係
区 分 氏 名 状 況

取 締 役 多 田 憲 之

東映株式会社は、当社を持分法適用の関連会社としています。また、当社
は同社を持分法適用の関連会社としています。同社は、当社の完全子会社
である株式会社テレビ朝日及び株式会社ＢＳ朝日と取引関係があります。
東映アニメーション株式会社は、当社の株式を保有します。また、当社は
同社を持分法適用の関連会社としています。同社は、当社の完全子会社で
ある株式会社テレビ朝日と取引関係があります。

取 締 役 中 村 史 郎
株式会社朝日新聞社は、当社を持分法適用の関連会社としています。ま
た、当社は同社の株式を保有しています。同社は、当社の完全子会社であ
る株式会社テレビ朝日及び株式会社ＢＳ朝日と取引関係があります。
公益財団法人朝日新聞文化財団は、当社の株式を保有しています。

（注）1. 多田憲之、田中早苗、中村史郎の各氏が取締役を兼職し、池田克彦、弦間 明、藤重貞慶、宮田桂子
の各氏が監査役を兼職している株式会社テレビ朝日は、当社の完全子会社であります。

2. その他の兼職先と当社との間には特別な関係はありません。

❷ 主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。
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❸ 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 状 況

取 締 役 多 田 憲 之

2023年6月の就任以来開催の取締役会8回のうち8回全てに出席し、日本
を代表する映画製作会社のトップであるその豊富な職務経験・識見から、
議案審議に必要な発言に加え、様々な機会を通じて当社の経営判断等に関
する多角的な意見・指摘を行うなど、当社業務に対する助言・監督等の適
切な役割を果たしております。

取 締 役 田 中 早 苗

2023年6月の就任以来開催の取締役会8回のうち8回全てに出席し、弁護
士業務に加えて、株式会社テレビ朝日の放送番組審議会副委員長や上場企
業の社外役員を歴任されたその豊富な職務経験・識見から、議案審議に必
要な発言に加え、様々な機会を通じて当社の経営判断等に関する多角的な
意見・指摘を行うなど、当社業務に対する助言・監督等の適切な役割を果
たしております。

取 締 役 中 村 史 郎

当期開催の取締役会11回のうち10回に出席し、日本を代表する新聞社の
トップであるその豊富な職務経験・識見から、議案審議に必要な発言に加
え、様々な機会を通じて当社の経営判断等に関する多角的な意見・指摘を
行うなど、当社業務に対する助言・監督等の適切な役割を果たしておりま
す。

取 締 役
（監査等委員） 池 田 克 彦

当期開催の取締役会11回のうち11回全てに出席し、また、当期開催の監
査等委員会12回のうち12回全てに出席し、警視総監や原子力規制庁長官
などの職務を歴任されたその豊富な職務経験・識見から、議案審議に必要
な発言に加え、様々な機会を通じて当社の経営判断等に関する多角的な意
見・指摘を行うなど、当社のコーポレート・ガバナンスの向上や経営全般
の監督・監視等の適切な役割を果たしております。また、独立社外取締役
が過半数を占める当社指名・報酬委員会の委員として、独立した客観的立
場で審議に貢献しております。

取 締 役
（監査等委員） 弦 間 明

当期開催の取締役会11回のうち11回全てに出席し、また、当期開催の監
査等委員会12回のうち12回全てに出席し、資生堂グループのトップなど
の職務を歴任されたその豊富な職務経験・識見から、議案審議に必要な発
言に加え、様々な機会を通じて当社の経営判断等に関する多角的な意見・
指摘を行うなど、当社のコーポレート・ガバナンスの向上や経営全般の監
督・監視等の適切な役割を果たしております。また、独立社外取締役が過
半数を占める当社指名・報酬委員会の委員長として、独立した客観的立場
で審議に貢献しております。
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区 分 氏 名 状 況

取 締 役
（監査等委員） 藤 重 貞 慶

当期開催の取締役会11回のうち11回全てに出席し、また、当期開催の監
査等委員会12回のうち12回全てに出席し、生活者の視点に基づく健康・
衛生面への貢献により企業価値を向上させてきたライオングループのトッ
プなどの職務を歴任されたその豊富な職務経験・識見から、議案審議に必
要な発言に加え、様々な機会を通じて当社の経営判断等に関する多角的な
意見・指摘を行うなど、当社のコーポレート・ガバナンスの向上や経営全
般の監督・監視等の適切な役割を果たしております。

取 締 役
（監査等委員） 宮 田 桂 子

当期開催の取締役会11回のうち11回全てに出席し、また、当期開催の監
査等委員会12回のうち12回全てに出席し、刑事弁護を含めた弁護士業務
に加えて、再犯防止のための諸活動等をはじめ、大学教授など様々な職務
を歴任されたその豊富な職務経験・識見から、議案審議に必要な発言に加
え、様々な機会を通じて当社の経営判断等に関する多角的な意見・指摘を
行うなど、当社のコーポレート・ガバナンスの向上や経営全般の監督・監
視等の適切な役割を果たしております。

❹ 社外役員の事業報告記載事項に関する意見
該当事項はありません。
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５ 会計監査人の状況

1. 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

2. 当事業年度にかかる会計監査人の報酬等の額

❶ 当事業年度にかかる会計監査人としての報酬等の額 23百万円
❷ 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 63百万円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、❶及び❷の金額にはこれらの合計額
を記載しております。

2. 会計監査人の報酬等の額について、監査等委員会が同意した理由は、会計監査人との監査契約の内容
に照らして、監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況（従前の事業年度における職務遂行状況を含
む）及び報酬見積りの算出根拠、非監査業務の委任状況及びその報酬の妥当性などを総合的に検討し
た結果、当該報酬等の額は相当であると判断したためであります。

3. 非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）であるリファード
業務等についての対価を支払っております。

4. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合、必要に応じて、監査等
委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。また、監査等委員会は、会計監査人の適
格性、専門性、当社からの独立性、その他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の執行に支障が
あると判断されるなど、会計監査人の変更が必要と認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任
又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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６ 会社の体制及び方針

1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制

❶ 取締役の職務執行にかかる体制
項 目 内 容

当該株式会社の取締役の職務の
執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制

・取締役会を原則として毎月１回開催することに加え必要があるときは随時
開催し、重要な業務執行に関する意思決定を行うとともに、取締役の職務
執行を監督する体制としております。

・法務、コンプライアンス関連の業務を行う部署を設置し、取締役の経営判
断の基礎となる事項について、適法性・適正性を判断することのできる体
制を構築しております。また、必要に応じて、外部の専門家から助言・指
導を得ております。

当該株式会社の取締役の職務の
執行に係る情報の保存及び管理
に関する体制

・取締役会、常務会等の重要な会議体の議事録その他取締役の職務執行に関
する文書及び記録の保存及び管理は、文書取扱規程を定め、これに基づ
き、保存・管理しております。各文書及び記録は、総務局等の各担当部署
において厳重に保存・管理し、取締役は、かかる文書及び記録について、
常時閲覧が可能となっております。

・また、成長戦略・ＤＸ推進の一環として、データ資産の利活用を進めるた
めのデータガバナンス整備、及び情報セキュリティ対応の強化を目的に、
デジタルガバナンス推進事務局を設置しております。

当該株式会社の損失の危険の管
理に関する規程その他の体制

・当社は、当社グループにおける放送リスク、放送にかかるオペレーション
リスク、権限管理リスク、イベントリスク、投資リスク、情報管理リス
ク、リーガルリスク、気候変動や人的資本投資をはじめとするサステナビ
リティ課題に関するリスク等、様々な性質のリスクをコントロールする必
要があります。これらのリスクに関しては、リスクの性格・内容に応じ
て、社内規程にリスクの分散・管理・コントロールのための体制・ルール
及び再発防止策の策定、フィードバックの手法などを定めるとともに、グ
ループ全体あるいは組織横断の委員会・会議体の設置及び情報管理及び報
告ルールの徹底とチェックなどにより、リスクの発生後も含め、適時適切
な確認と対応ができる体制を構築しております。

・なお、サステナビリティ課題に関するリスクを適切に把握するため、サス
テナビリティ委員会を設置しております。

当該株式会社の取締役の職務の
執行が効率的に行われることを
確保するための体制

・毎年、一定の経営指標に基づき年間予算を定め、一定の数値目標のもと
で、効率的運営を行い、予算の達成度を随時検証しております。

・また、業務執行事項の性質、態様に応じて、常勤役員によって組織される
常務会及びこの機能を補佐する委員会等を通じて、当社の日常の業務執行
段階における効率的な権限の分配、管理体制を定めるとともに、当社グル
ープの重要情報の共有、適切・適正なチェック、迅速な決定を行うことに
より、効率的な職務執行を行う体制を整えております。

・上記の体制を確保するため、業務決裁規程等必要な規程を定めております。
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項 目 内 容
当該株式会社の使用人の職務の
執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制

・法令等の遵守を徹底するために『コンプライアンス憲章』を定め、法令遵
守にかかる基本的な規範の周知を徹底したうえで必要なルールを整え、コ
ンプライアンス推進、コンプライアンスにかかる照会対応、違反行為の原
因調査、再発防止策の検討、啓蒙活動を行うために、コンプライアンス統
括室と総務局法務部を設置しております。さらに、外部の専門家から必要
な助言・指導を得ております。

・また、事業年度ごとに、財務報告に関する内部統制の有効性の評価にあた
っては適正な手続きを定め、金融商品取引法をはじめ関係法令の定めると
ころに従って、これを行っております。

・なお、テレビ朝日及びＢＳ朝日では、反社会的勢力との絶縁に関する方針
を定め、これを周知しております。

次に掲げる体制その他の当該株
式会社並びにその親会社及び子
会社から成る企業集団における
業務の適正を確保するための体
制

以下、記載のとおり体制を構築しております。

イ 当該株式会社の子会社の取
締役、執行役、業務を執行す
る社員、会社法第五百九十八
条第一項の職務を行うべき者
その他これらの者に相当する
者（ハ及びニにおいて「取締
役等」という。）の職務の執
行に係る事項の当該株式会社
への報告に関する体制

・当社は、持株会社として、傘下の完全子会社３社（テレビ朝日、ＢＳ朝
日、シーエス・ワンテン）の資本・人事・組織などにかかる重要情報を、
取締役会及び常務会への付議事項としております。また、経営戦略局グル
ープ経営推進部が、グループ会社管理規程に基づいて、そのほかのグルー
プ会社の重要な業務執行の事前協議・報告を受ける体制をとっておりま
す。

ロ 当該株式会社の子会社の損
失の危険の管理に関する規程
その他の体制

・経営戦略局グループ経営推進部によるグループ会社管理規程をもとに、損
失の危機管理を体制化するとともに、原則として、持株会社である当社の
役職員は、グループ会社の役職員を兼職することにより、業務執行の状況
をそれぞれの立場に応じて段階的に直接相互監視することのできるように
しております。グループ会社の規模・業種・当社との関係などを総合的に
勘案し、役員又は従業員として、適正者を選任しております。

ハ 当該株式会社の子会社の取
締役等の職務の執行が効率的
に行われることを確保するた
めの体制

・組織上、子会社を含めたグループ会社の経営状態の把握・分析・評価及び
グループ戦略の立案、諸調整・報告等を統括するセクションとして、経営
戦略局グループ経営推進部を設置しており、各体制を通じて得たグループ
会社の情報を精査し、職務の執行の効率性もチェックする体制を構築して
おります。
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項 目 内 容
ニ 当該株式会社の子会社の取
締役等及び使用人の職務の執
行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制

・法令等の遵守を徹底するために『コンプライアンス・マニュアル』をはじ
めとするルールに沿って、グループ会社では、当社に準じた法令遵守のた
めの体制を構築しており、こうした体制を通じて、業務執行の法令・定款
への適合性が、グループ会社ごとにチェックできる仕組みを敷いておりま
す。また、経営戦略局グループ経営推進部への各グループ会社からの報告
や相談については、総務局法務部及び外部の専門家に、これらの法令・定
款への適合性の確認を行っております。

❷ 監査等委員会の職務執行にかかる体制
項 目 内 容

当該株式会社の監査等委員会の
職務を補助すべき取締役及び使
用人に関する事項

・監査等委員会の職務の補助を担当する組織はコンプライアンス統括室業務
監査事務局としております。

前号の取締役及び使用人の当該
株式会社の他の取締役（監査等
委員である取締役を除く。）か
らの独立性に関する事項

・監査等委員会を補佐する使用人の異動・員数の増減については、監査等委
員会の同意を得るものとしております。

当該株式会社の監査等委員会の
第一号の取締役及び使用人に対
する指示の実効性の確保に関す
る事項

・監査等委員会の職務を補助するため、コンプライアンス統括室業務監査事
務局を機能させるとともに、監査等委員会からの指示・依頼について必要
な対応を取るよう、関係使用人に徹底しております。

次に掲げる体制その他の当該株
式会社の監査等委員会への報告
に関する体制

以下、記載のとおり体制を構築しております。

イ 当該株式会社の取締役（監
査等委員である取締役を除
く。）及び会計参与並びに使
用人が当該株式会社の監査等
委員会に報告をするための体
制

・監査等委員は、取締役会及び常務会等をはじめとして、日常の業務執行に
かかる重要会議に出席するほか、定期的に取締役（監査等委員である取締
役を除く。）・幹部職員との面談を行う機会も設けております。

・そのほか、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人からの
情報の提供は、コンプライアンス統括室が窓口となり、監査等委員会への
報告が適宜行われる仕組みとしております。
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項 目 内 容
ロ 当該株式会社の子会社の取
締役、会計参与、監査役、執
行役、業務を執行する社員、
会社法第五百九十八条第一項
の職務を行うべき者その他こ
れらの者に相当する者及び使
用人又はこれらの者から報告
を受けた者が当該株式会社の
監査等委員会に報告をするた
めの体制

・公正かつ独立した内部監査制度、コンプライアンス違反並びにそのおそれ
のある行為を報告するため確保されたルート、グループ会社ごとに配置し
たコンプライアンス担当者などを通じて、コンプライアンス統括室に集約
される情報は、重要性・緊急性を同室及び担当の常勤取締役が判断し、必
要な都度、監査等委員に対して報告することとしております。

前号の報告をした者が当該報告
をしたことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保す
るための体制

・当社の中核事業子会社であるテレビ朝日及びＢＳ朝日では、『コンプライ
アンス・マニュアル』において、法令や社内規則に違反する行為など不正
行為やハラスメント等を認めた場合は、直ちに上司、コンプライアンスリ
ーダー、コンプライアンス・ホットライン等に相談・報告すること、及び
不正の目的でなく、上記相談・報告を行ったものは、相談・報告したこと
自体を事由として人事処遇その他の不利益を受けることはないこと等を定
め、研修をはじめ様々な機会にそれを徹底しております。

・また、そのほかのグループ会社についても、相談・報告者個人及び相談・
報告内容についての情報を厳重に管理するなどの方法により、相談・報告
した者に不利益が及ぶことがないよう徹底しております。

当該株式会社の監査等委員の職
務の執行（監査等委員会の職務
の執行に関するものに限る。）
について生ずる費用の前払又は
償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債
務の処理に係る方針に関する事
項

・監査等委員会の職務の執行について生ずる費用は、監査等委員会の職務並
びに会計支払に関する社内ルールに基づき、原則として、支払又は費用の
立て替えなどを証する書面の添付によりすみやかに支払がなされる仕組み
となっております。

その他当該株式会社の監査等委
員会の監査が実効的に行われる
ことを確保するための体制

・上記の諸施策を通じて、実効性を確保しております。
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2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況

項 目 内 容
重要な会議の開催状況 ・当期（2023年４月１日〜2024年３月31日）における主な会議の開催状

況は、以下のとおりです。
取締役会は11回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役
の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、一般株主と利益相反が生
じるおそれのない独立社外取締役が毎回出席しました。
その他、監査等委員会は12回、常務会は42回開催されました。

リスク管理体制 ・グループ会社管理規程をもとに、グループ会社のリスク管理を行うととも
に、当社の役職員がグループ会社の役職員を兼務することなどにより、業
務執行状況の監視を行っております。上記に加え、リスクコントロールの
ための諸規程に基づき、当社の中核事業子会社であるテレビ朝日をはじ
め、当社グループ各社の事業遂行にあたり発生したリスクの性質・内容・
態様に応じ、機動的に対応を検討するための委員会などを開催しておりま
す。

コンプライアンス徹底のための
体制

・法令等の遵守を徹底するために策定した『コンプライアンス憲章』につい
て、ホームページによる開示でグループ会社の全従業員への周知を徹底し
ており、また、社外講師を招き、当社グループを対象に、随時コンプライ
アンスに関するセミナーを開催しております。

・また、『コンプライアンス・マニュアル』を作成し、コンプライアンスに
関する啓蒙活動を行うとともに、当該活動の一助とするために、「コンプ
ライアンス・ハンドブック」を、毎年テーマを決めて作成し、研修などを
通じて当社グループの役職員の意識啓蒙に取り組んでおります。さらに、
コンプライアンス相談の窓口を通じて、法令・規則などのルール違反の未
然防止にも取り組んでおります。

・デジタルガバナンス推進事務局は、データ利活用を推進するためのデータ
ガバナンス整備、情報セキュリティ対策の強化に向けた規程やルールの見
直し、定期的なセキュリティ内部監査、様々な情報セキュリティ教育を実
施しております。

内部監査の実施と報告 ・コンプライアンス統括室は、当社及びグループ会社の現況を踏まえて、内
部監査を毎年実施し、その結果については、常務会及び監査等委員会に対
して書面による報告をしております。また、当社グループを対象に金融商
品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の有効性評価」も行っており
ます。

監査等委員会への報告に関する
体制

・監査等委員会は、常勤の監査等委員を１名選定し、年間の監査計画に沿っ
て行われる、当社及びテレビ朝日の代表取締役、常勤取締役、局長、室長
及び連結子会社の代表取締役との面談により、様々な懸案事項、内部統制
状況等について報告を受けております。また、内部統制システムを活用し
ながら行われる、様々な組織的、実効的監査の結果についても、適切に報
告を受けております。
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７ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は民間放送局を傘下に持つ認定放送持株会社として、放送法・電波法・国民保護法の要請をはじめとし
て、放送の公共性・公益性を常に自覚し、事業子会社が国民生活に必要な情報と健全な娯楽を提供することによ
る文化の向上に努め、不偏不党の立場を堅持し、民主主義の発展に貢献することができるよう持株会社としての
管理を行い、適切・公正な手法により利潤を追求しております。また、傘下の放送を担う子会社が、放送の公共
的使命を果たしながら企業活動を行い、共通の理念を持つ人材の育成と確保、ステークホルダーとの信頼関係の
保持、放送局・報道機関としての使命の全う、及び、これらを前提にして、社会のニーズに適うコンテンツを制
作・発信し続けることができるよう、適切な管理を行っていくことが企業価値の源泉であると確信し、事業活動
を行っております。
さらに、当社及び当社グループ会社（以下「当社グループ」といいます。）が構築してきたコーポレートブラ

ンドや当社の企業価値・株主共同の利益を、確保・向上させていくために、（ⅰ）放送・その他の事業を通じて
子会社が提供する情報やコンテンツが社会から信頼され、求められていることが、当社グループの存立基盤であ
るとの認識を持って、企業活動を発展的に継承していくこと、（ⅱ）さらに、これら一連の企業活動は、当社グ
ループの中核となる放送事業の特質を活かしながら、その他の事業とともに、情報・コンテンツをさらに魅力的
かつ社会から求められるようにするために行われるものであること、（ⅲ）そのために必要な企業活動の基盤を
整備すること、及び（ⅳ）安定的な財務体質を維持することが必要不可欠であると考えております。
以上のような基本方針に沿って、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具

体的方策として、当社は中長期的戦略目標とこれを実現するための経営計画を立案、実行するとともに、取締役
会の監督機能の強化などコーポレート・ガバナンスの向上を図り、放送事業者を傘下に持つ認定放送持株会社と
しての公共性・公益性の堅持を前提としたうえで、当社グループの企業価値ひいては株主をはじめとするステー
クホルダーの利益の長期安定的な向上に努めております。
なお、当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の賛同を得ずに

行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概
に否定するものではありません。
また、株式会社の支配権の移転をともなう買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に

基づき行われるべきものと考えています。
しかしながら、株式の大量取得行為の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益を害するおそれのあるも

のも少なくありません。このため、当社取締役会は、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく
損なう大量取得行為に対しては、必要かつ相当な対抗をすること等適切な措置を講ずることにより、当社グルー
プの企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。
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従って、大量取得行為を行おうとする者に対しては、大量取得行為の是非を株主のみなさまが適切に判断する
ために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示し、株主のみなさまの検討のた
めの時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な
措置を講じてまいります。
なお、上記の取り組みは、当社の基本方針に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの

ではありません。

８ 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要政策と位置づけております。地上波・ＢＳ・ＣＳの放送事
業者を完全子会社とする認定放送持株会社として欠くことのできない長期的な企業基盤の充実に向けた内部留保
とのバランスを考慮しつつ、継続的な成長を主眼においた安定的な普通配当に努めるとともに、記念すべき節目
における記念配当や、各期の業績変動等を勘案した特別配当などにより、株主のみなさまへの還元に努めること
を基本方針としております。
当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。
なお、当社は定款に「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項については、法令に別段の定め

のある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる。」旨を定めておりますが、基本として、期末
配当につきましては、定時株主総会決議に基づき実施いたします。災害等をはじめ、定時株主総会決議ができな
い場合に、取締役会決議に基づき実施することを原則的な考え方としております。また、当期の中間配当につき
ましては、１株当たり金20円で、2023年12月に実施しております。
その他会社法第459条第１項各号に定める事項については、上記の基本方針を踏まえたうえで、経営環境等の

状況及び諸条件を勘案しつつ適切に判断してまいります。

2024年05月28日 18時44分 $FOLDER; 60ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



連結計算書類

― 62 ―

連結貸借対照表 （2024年３月31日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 175,300 流動負債 68,208
現金及び預金 47,126 支払手形及び買掛金 8,537
受取手形及び売掛金 84,029 未払金 17,269
有価証券 23,898 未払費用 32,824
棚卸資産 10,227 未払法人税等 3,214
その他 10,094 その他 6,361
貸倒引当金 △76 固定負債 28,646

固定資産 345,131 繰延税金負債 16,334
有形固定資産 119,641 退職給付に係る負債 10,374
建物及び構築物 28,435 その他 1,937
機械装置及び運搬具 9,858 負債合計 96,855
土地 64,664 純 資 産 の 部
建設仮勘定 11,221 株主資本 378,175
その他 5,461 資本金 36,699

無形固定資産 4,863 資本剰余金 70,494
ソフトウエア 4,496 利益剰余金 284,581
その他 367 自己株式 △13,598

投資その他の資産 220,626 その他の包括利益累計額 43,576
投資有価証券 202,158 その他有価証券評価差額金 40,025
退職給付に係る資産 1,299 繰延ヘッジ損益 0
繰延税金資産 11,286 為替換算調整勘定 1,703
その他 6,427 退職給付に係る調整累計額 1,846
貸倒引当金 △545 非支配株主持分 1,825

純資産合計 423,577
資産合計 520,432 負債純資産合計 520,432
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連結損益計算書 （2023年４月１日〜2024年３月31日） （単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 307,898
売上原価 231,190
売上総利益 76,708
販売費及び一般管理費 64,370
営業利益 12,337
営業外収益 7,900
受取利息及び受取配当金 1,425
持分法による投資利益 5,968
その他 506

営業外費用 318
経常利益 19,919
特別利益 4,956
投資有価証券売却益 4,956

特別損失 492
投資有価証券評価損 492

税金等調整前当期純利益 24,383
法人税、住民税及び事業税 6,546
法人税等調整額 408
当期純利益 17,428
非支配株主に帰属する当期純利益 290
親会社株主に帰属する当期純利益 17,138
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連結株主資本等変動計算書 （2023年４月１日〜2024年３月31日）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2023 年 ４ 月 １ 日 残 高 36,687 70,482 272,756 △13,624 366,302
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 11 11 22
剰 余 金 の 配 当 △5,287 △5,287
親会社株主に帰属する当期純利益 17,138 17,138
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 消 却 △26 26 −
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 11 11 11,824 25 11,873
2024 年 ３ 月 31 日 残 高 36,699 70,494 284,581 △13,598 378,175
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そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他の
包括利益
累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2023 年 ４ 月 １ 日 残 高 29,810 △0 930 △3,814 26,925 1,535 394,763
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 22
剰 余 金 の 配 当 △5,287
親会社株主に帰属する当期純利益 17,138
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 消 却 −
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 10,215 1 773 5,660 16,650 290 16,940

連結会計年度中の変動額合計 10,215 1 773 5,660 16,650 290 28,813
2024 年 ３ 月 31 日 残 高 40,025 0 1,703 1,846 43,576 1,825 423,577
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 26社

主要な連結子会社の名称 ㈱テレビ朝日
㈱ＢＳ朝日
㈱シーエス・ワンテン
シンエイ動画㈱
テレビ朝日映像㈱
㈱テレビ朝日クリエイト
㈱テレビ朝日サービス
㈱テレビ朝日ミュージック
㈱ロッピングライフ

（2）非連結子会社 非連結子会社（㈱OSM International他）は、いずれも小規模会社
であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重
要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しておりま
す。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社数 17社

主要な会社名 東映㈱
東映アニメーション㈱
㈱AbemaTV

（2）持分法非適用の非連結子会社及び
関連会社

持分法を適用していない会社 (㈱OSM International他）は、それ
ぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法
の適用範囲から除外しております。
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3. 連結子会社の事業年度等に関する
事項

連結子会社のうち、TV Asahi America,Inc.の決算日は12月31日
であり、同社の決算日現在の財務諸表を使用しております。
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っております。
当連結会計年度において、㈱イッティは決算日を3月31日に変更
し、連結決算日と同一となっております。なお、当連結会計年度に
おける会計期間は13か月となっております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

満 期 保 有 目 的 の 債 券 償却原価法（定額法）
そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市 場 価 格 の な い 株 式 等 移動平均法による原価法

② 棚卸資産
番 組 勘 定 個別法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の

方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

主に定額法。なお、主な耐用年数は、建物については15年から50
年、放送用機械装置については６年から10年であります。

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい
て、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。

（3）重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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（4）その他連結計算書類作成のための
重要な事項

① 重要な外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子
会社の資産、負債、収益及び費用は、在外連結子会社決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めて計上しております。

② 重要な収益及び費用の計上基準 当社グループは、テレビ放送事業におけるタイム収入及びスポット
収入、インターネット事業におけるインターネット収入、ショッピ
ング事業におけるショッピング収入を主な収益としております。
タイム収入は、番組提供アドバタイザーに番組内のＣＭ放送時間枠
を販売して得る収入であります。番組をＣＭとセットで関東地区
（㈱テレビ朝日の放送エリア）以外でも放送する場合は、㈱テレビ
朝日が系列局の放送時間枠を買い取り、㈱テレビ朝日のＣＭ放送時
間枠と買い取ったＣＭ放送時間枠を一括でアドバタイザーに販売し
ております。
スポット収入は、番組にとらわれずにＣＭ放送時間枠を販売し収入
を得るもので、基本的には番組と番組の間のＣＭ放送時間枠を販売
しております。
ＣＭ放送時間枠の販売では、顧客のＣＭを放送する履行義務を負っ
ており、ＣＭが放送された時点で顧客が便益を享受するため、当該
時点で収益を認識しております。
インターネット収入は、主に広告付動画配信、動画配信コンテンツ
等の制作受託、動画配信プラットフォームへのコンテンツ販売によ
る収入であります。
広告付動画配信では、顧客の広告を配信する履行義務を負ってお
り、広告が配信された時点で顧客が便益を享受するため、当該時点
で収益を認識しております。
動画配信コンテンツ等の制作受託では、コンテンツを納品した時点
で当該コンテンツに対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足さ
れるため、当該時点で収益を認識しております。
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動画配信プラットフォームへのコンテンツ販売では、動画配信プラ
ットフォームなどに対し映像コンテンツの使用を許諾する履行義務
を負っております。使用許諾期間開始時点で顧客は映像コンテンツ
の使用が可能となり、当該映像コンテンツによる便益を享受できる
ようになるため、使用許諾期間開始時点において収益を認識してお
ります。
ショッピング収入は、テレビ通販番組やＥＣサイトを通じて商品を
販売することで得る収入であります。顧客に商品を納品した時点に
おいて顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足され
ると判断しておりますが、出荷時から商品の支配が顧客に移転され
るまでの期間が通常の期間であるため、商品を出荷した時点で収益
を認識しております。
なお、上記収入の対価は、いずれも履行義務を充足してから通常1
年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

③ のれんの償却に関する事項 のれんの償却については、その投資の効果の及ぶ期間を個別に決定
し、均等償却を行っております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
（1）退職給付見込額の期間帰属

方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。

（2）数理計算上の差異及び過去
勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（主に15年）による定額法により費用処理するこ
ととしております。
また、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に15年）によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生した翌連結会計年度から
費用処理することとしております。
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連結貸借対照表に関する注記
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 有形固定資産の減価償却累計額 102,007百万円

連結損益計算書に関する注記
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧
客との契約から生じる収益の金額は「収益認識に関する注記 1. 顧客との契約から生じる収益を分解した
情報」に記載しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 当連結会計年度の末日における当社の発行済株式の総数

普通株式 108,529,000株
3. 剰余金の配当に関する事項
（1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2023年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項
① 配当金の総額 3,172,287,870円
② １株当たり配当額 30円
③ 基準日 2023年３月31日
④ 効力発生日 2023年６月30日
2023年11月10日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項
① 配当金の総額 2,115,134,500円
② １株当たり配当額 20円
③ 基準日 2023年９月30日
④ 効力発生日 2023年12月６日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2024年６月27日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。
・普通株式の配当に関する事項
① 配当金の総額 4,230,265,160円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 40円
④ 基準日 2024年３月31日
⑤ 効力発生日 2024年６月28日
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金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については主に安全性の高い短期の金融資産で運用しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは社内規程に従って、リスク低減を図っております。
有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業の株式であります。満期保有目的

の債券については、資金運用方針に従い、安全性の高い債券を運用対象としているため、信用リスクは僅少
であります。また株式については定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2024年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）参照）。ま
た、現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、未払金については、現金であること、及び
短期で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

（1）有価証券及び投資有価証券
①満期保有目的の債券 9,899 9,896 △2
②関連会社株式 71,434 176,801 105,366
③その他有価証券 84,699 84,699 −

（注）市場価格のない株式等
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 58,964

投資事業有限責任組合への出資 1,059

これらについては、（1）有価証券及び投資有価証券に含めておりません。
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3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベ
ルに分類しております。
レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 70,600 − − 70,600
その他 − 14,098 − 14,098

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券
その他 − 9,896 − 9,896

関連会社株式 176,801 − − 176,801
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券、関連会社株式
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル1の時価に分類しております。その他（金銭信託等）については、取引先金融機関から提示さ
れた価格等に基づき算定しており、レベル2の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、東京都において保有している土地の一部を賃貸しております。
2. 賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価

8,012 13,224
（注）当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定評価額等をもとに当社グループで算定した金額（指標等を用いて

調整を行ったものを含む）であります。
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収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
報告セグメント

合計テレビ放送
事業

インターネット
事業

ショッピング
事業

その他
事業

タイム・スポット収入 166,894 − − − 166,894
インターネット収入 − 26,258 − − 26,258
ショッピング収入 − − 19,991 − 19,991
その他 59,630 − − 35,125 94,755

顧客との契約から生じる収益 226,524 26,258 19,991 35,125 307,898
外部顧客への売上高 226,524 26,258 19,991 35,125 307,898
（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づき認識される収益は、金額的重要性が乏しい

ため、その他事業のその他に含めております。

2. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報
残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が1年を超える重要な取引がないため、残存履行義

務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれ
ない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 4,150円43銭
2. １株当たり当期純利益 168円66銭
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貸借対照表 （2024年３月31日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 33,265 流動負債 23,237

現金及び預金 9,091 短期借入金 21,816

有価証券 23,898 その他 1,420

その他 276 固定負債 11,942

固定資産 292,642 繰延税金負債 11,942

投資その他の資産 292,642 負債合計 35,179

投資有価証券 79,899 純 資 産 の 部

関係会社株式 211,743 株主資本 253,321

その他 1,565 資本金 36,699

貸倒引当金 △565 資本剰余金 70,226

資本準備金 70,226

利益剰余金 151,623

利益準備金 529

その他利益剰余金 151,094

別途積立金 141,160

繰越利益剰余金 9,934

自己株式 △5,227

評価・換算差額等 37,407

その他有価証券評価差額金 37,407

純資産合計 290,729

資産合計 325,908 負債純資産合計 325,908
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損益計算書 （2023年４月１日〜2024年３月31日） （単位：百万円）

科 目 金 額

営業収益 3,352

営業費用 1,983

営業利益 1,369

営業外収益 1,427

受取利息及び受取配当金 1,397

その他 30

営業外費用 247

支払利息 3

その他 244

経常利益 2,549

特別利益 4,956

投資有価証券売却益 4,956

特別損失 44

投資有価証券評価損 44

税引前当期純利益 7,461

法人税、住民税及び事業税 1,980

法人税等調整額 △46

当期純利益 5,527
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株主資本等変動計算書 （2023年４月１日〜2024年３月31日）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2023 年 ４ 月 １ 日 残 高 36,687 70,215 70,215 529 141,160 9,719 151,409
事 業 年 度 中 の 変 動 額
新 株 の 発 行 11 11 11
剰 余 金 の 配 当 △5,287 △5,287
当 期 純 利 益 5,527 5,527
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 消 却 △26 △26
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 11 11 11 − − 214 214
2024 年 ３ 月 31 日 残 高 36,699 70,226 70,226 529 141,160 9,934 151,623
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株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2023 年 ４ 月 １ 日 残 高 △5,253 253,059 28,880 28,880 281,939
事 業 年 度 中 の 変 動 額
新 株 の 発 行 22 22
剰 余 金 の 配 当 △5,287 △5,287
当 期 純 利 益 5,527 5,527
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 消 却 26 − −
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 8,527 8,527 8,527

事業年度中の変動額合計 25 262 8,527 8,527 8,790
2024 年 ３ 月 31 日 残 高 △5,227 253,321 37,407 37,407 290,729
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項
1. 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
満 期 保 有 目 的 の 債 券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市 場 価 格 の な い 株 式 等 移動平均法による原価法

2. 引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

3. 収益及び費用の計上基準
当社の収益は、関係会社からの受取配当金及び子会社からの経営指導料であります。
受取配当金は、配当金の効力発生日をもって収益を認識しております。
経営指導料は、子会社に対して経営戦略や財務戦略の企画・立案などの経営管理を行うことにより得る
収入であり、子会社がサービス提供期間を通じて便益を享受するため、経営管理を行う契約期間にわた
り収益を認識しております。
なお、経営指導料の対価は、履行義務を充足してから通常1ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素
は含んでおりません。

貸借対照表に関する注記
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 関係会社に対する金銭債権債務

短 期 金 銭 債 権 264百万円
長 期 金 銭 債 権 565百万円
短 期 金 銭 債 務 21,917百万円
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損益計算書に関する注記
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 関係会社との取引高
（1）営業取引

営 業 収 益 3,352百万円
営 業 費 用 134百万円

（2）営業取引以外の取引高 41百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,772,371株

税効果会計に関する注記
1. 繰延税金資産の発生の主な要因

組織再編に伴う関係会社株式 4,782百万円
その他 782百万円
繰延税金資産小計 5,564百万円
評価性引当額 △997百万円
繰延税金資産合計 4,566百万円

2. 繰延税金負債の発生の主な要因
その他有価証券評価差額金 △16,494百万円
その他 △14百万円
繰延税金負債合計 △16,508百万円

2024年05月28日 18時44分 $FOLDER; 79ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 81 ―

関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

属 性 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内 容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱テレビ朝日 所有
（直接）100.00％

経営管理
役員の兼任等

経営指導料 1,878 その他流動
資産 214

資金の借入 5,398 短期借入金 926

子会社 ㈱ＢＳ朝日 所有
（直接）100.00％

経営管理
役員の兼任等 資金の借入 14,940 短期借入金 2,408

子会社 テレビ朝日
映像㈱

所有
（間接）100.00％ 経営管理等 資金の借入 4,292 短期借入金 1,523

子会社 ㈱テレビ朝日
ミュージック

所有
（間接）100.00％

経営管理
役員の兼任等 資金の借入 4,290 短期借入金 1,805

取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）経営指導料の金額は、当社のグループ経営管理事業の運営に必要な経費を基準として決定しております。
（2）資金の借入は、当社を統括会社とするグループ間の資金集中管理のため、子会社の余剰資金を借り入れて
いるものであります。

（3）資金の借入は、市場金利等を勘案して決定しております。
（4）資金の借入の取引金額は、平均借入残高を記載しております。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 2,749円04銭
2. １株当たり当期純利益 52円27銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年５月21日

株式会社テレビ朝日ホールディングス
取締役会御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 山 正 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 本 大 輔

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社テレビ朝日ホールディングスの2023年

４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社テレビ朝日ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年５月21日

株式会社テレビ朝日ホールディングス
取締役会御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 山 正 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 本 大 輔

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社テレビ朝日ホールディングスの2023年

４月１日から2024年３月31日までの第84期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

2024年05月28日 18時44分 $FOLDER; 84ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 86 ―

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第84期事業年度の取締役の職務の執行に関して、監査しまし

た。その方法及び結果について、以下のとおり報告いたします。
1. 監査の方法及びその内容

当監査等委員会は、当監査等委員会が定めた監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、コンプライアンス統括室
と連携の上、取締役、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その
他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載
されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容
について検討を加えました。子会社については、子会社の取締役、監査役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について
検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３年11月
16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該
事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
2. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関し、不正の行為又は、法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について、指摘すべ
き事項は認められません。

（２）計算関係書類の監査結果
一 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
二 会計監査人の職務が適正に実施されることを確保するための体制は適切に整備されているものと認めます。

2024年５月24日
株式会社テレビ朝日ホールディングス 監査等委員会

常勤監査等委員 長 田 明 ㊞
監 査 等 委 員 池 田 克 彦 ㊞
監 査 等 委 員 弦 間 明 ㊞
監 査 等 委 員 藤 重 貞 慶 ㊞
監 査 等 委 員 宮 田 桂 子 ㊞

以 上
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会場

交通

東京都港区西麻布一丁目２番９号
EX THEATER ROPPONGI（イーエックス シアター ロッポンギ）

お 願 い： ご来場に際しましては、駐車場の用意がございませんので、公共交通機関のご利用をお願い申しあげます。
○ 「お土産の配布」及び「展示・ドリンクコーナー」はございません。何卒ご了承ください。

【お問い合わせ先】 0120-532-510
10時～18時　※土日祝日を除く

通 話 料 無 料
お問い合わせ
専 用 番 号

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

東京メトロ日比谷線「六本木」駅下車　２番出口から徒歩約５分
都営地下鉄大江戸線「六本木」駅下車　４ｂ出口から徒歩約６分
東京メトロ千代田線「乃木坂」駅下車　５番出口から徒歩約８分
東京メトロ南北線「麻布十番」駅下車　５ａ出口から徒歩約13分

株主総会　会場ご案内

5番出口5番出口
国立新美術館
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